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★ 区有施設整備計画に基づく施設整備

★ 構造改革実行プログラムに基づく取組

★ 新庁舎移転を見据えた業務改善等

～限られた財源を優先的に配分～

★ 新型コロナウイルス感染症対策と様々な活動の活性化策

★ 基本計画で掲げる重点プロジェクト

つながる　はじまる　なかの

～新庁舎移転を見据え、区民サービスと業務の改善を進め、未来の中野の礎を築く予算～

令和5（2023）年度　中野区当初予算

１ 予算の特徴

令和 5年度予算は、「新庁舎移転を見据え、区民サービスと業務の改善を進め、未来の中

野の礎を築く予算」として、次に掲げる 5項目を重点事項としました。

令和 6年度の新庁舎移転を契機として、業務の進め方と職員の働き方の見直しを行って区

民サービスの質を向上させるとともに、重点事項を始めとした区民ニーズを捉えた様々な施

策を展開し、基本構想で描く 10 年後に目指すまちの姿の実現に向けて、着実に区政の歩み

を進めて行くための予算です。

1 重点プロジェクト

基本計画を効果的かつ効率的に推進していくために、組織横断的かつ重点的に対応する

ことが必要な政策課題の解決に向け、「1子育て先進区の実現」、「2地域包括ケア体制の実

現」、「3活力ある持続可能なまちの実現」の 3つの重点プロジェクトに取り組む予算です。

（1）子育て先進区の実現

① 中野区子どもの権利に関する条例を推進するとともに、子ども・子育て家庭に対す

るセーフティネットを強化するため、子どもの貧困対策やひとり親家庭への総合的な

支援の実施等に取り組みます。

② 子育て・子育ち環境を整備するため、児童館の機能拡充や学校図書館機能の充実等

に取り組みます。

③ 地域全体で子育てを応援するための体制を整備するため、若者の育成支援等に取り

組みます。

（2）地域包括ケア体制の実現

① 区民の多様な課題を受け止め解決につなげる体制をつくるため、ひきこもり支援事

業の拡充や、ヤングケアラーの支援体制の強化などに取り組みます。

② 社会とのつながりの中で一人ひとりに寄り添った支援を行うため、高齢者の保健事
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業と介護予防事業の一体的実施や、重度障害者等が修学・就労するためのサービスの

拡充に取り組みます。

③ すべての人に居場所があり無理なく見守り、支えあう地域づくりを進めるため、多

文化共生事業の推進や、区民公益活動の充実に向けた基盤整備とネットワークづくり

などに取り組みます。

（3）活力ある持続可能なまちの実現

① 地域経済の回復とまちのブランディングによる産業の活性化を進めるため、文化・

芸術に親しみ、つながりが生まれる機会の創出や、商店街支援などに取り組みます。

② 活力の再生と創出に向けたまちづくりを進めるため、防災まちづくりや西武新宿線

沿線まちづくり、中野駅周辺のまちづくりなどに取り組みます。

③ 脱炭素社会の実現を見据えたまちづくりを展開するため、中野区における脱炭素社

会の実現に向けた分析調査や太陽光発電システム補助の創設等に取り組みます。

2 区有施設整備

区有施設整備計画における基本方針に基づき、中長期的な経費の最小化を図るため、将

来負担を的確に把握し、効率的・効果的な整備の考え方を持ち、学校及び各種施設・庁舎

等の建て替えや改修、設備を更新するための予算です。

区民活動センター等の整備・改修、区立学校の施設整備、新庁舎の整備等に、計画的に

取り組みます。

3 構造改革を踏まえた取組

構造改革実行プログラムへの対応について、個別プログラムの進行管理を行うとともに、

想定する成果の着実な達成に向けた予算です。

マイナンバーカードの普及や、ＬＩＮＥ運用支援ツールの導入、債権管理体制の強化等

に取り組みます。

4 新型コロナウイルス感染症対策と様々な活動の活性化策

新型コロナウイルス感染症対策を進めるとともに、様々な活動支援に取り組む予算です。

区立施設及び窓口対応等における感染症対策、ワクチン接種体制確保、在宅で要介護者

を介護している家族等が感染した場合の要介護者の支援などに取り組みます。

5 新庁舎移転を見据えた業務改善等

令和 6年度の移転を見据え、業務改善、ペーパーレス推進、働き方改革等を進めていく

予算です。

ペーパーレス化の推進、統合型ＧＩＳの導入、全庁共通発券機・申請書自動交付機・フ

ルセルフレジの導入、庁内情報システムの整備など、デジタル技術を用いて、区民サービ

スの向上と業務改善に取り組みます。
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◆令和 5年度予算の内容について、主な項目を基本構想で示す 4つのまちの姿と区政運営等

や見直し等に関する取組として、お示しします。

※各項目の（ ）内に、次のとおり重点事項区分を表示しています。表示がないものは、そ
の他の事業です。
（コ）新型コロナウイルス感染症対策 （重）基本計画（重点プロジェクト）
（施）区有施設整備計画 （構）構造改革実行プログラム （業）新庁舎移転に伴う業務改
善等

１ 人と人とがつながり、新たな活力が生み出されるまちへの取組

○ 中野区基本構想、社会情勢の変化、国・東京都の計画策定状況を把握し、現基本計画の

進捗状況等を踏まえ、男女共同参画基本計画及びユニバーサルデザイン推進計画の改定を

行います。

○ 区における多文化共生を進めるため、中野区国際交流協会を通じて、やさしい日本語出

前講座の地域における普及啓発事業や、外国人等を対象とした日本語講座の地域展開を推

進します。（重）

○ 被爆地への平和の旅など、次世代の参加機会を増やし、平和事業の拡充を図ります。

○ 鍋横区民活動センターについて、移転整備用地及び鍋横区民活動センター分室用地を用

いて移転整備を行います。（施）

○ 昭和区民活動センターについて、既存敷地及び拡張用地を用いて現地で建替え整備を行

います。また、温暖化対策推進オフィス跡施設は、5か所目のすこやか福祉センターとし

て活用するための改修を行い、開設までの間、昭和区民活動センター建替時の仮施設とし

て利用します。（施）

○ 野方区民活動センターについて、トイレ改修及び設備更新等を行います。（施）

○ 区民生活へのＩＣＴの浸透を図るため、各区民活動センターにタブレット端末を配置し、

利用の促進と団体活動の活性化を図ります。（重）

○ 地域支援業務を活性化するため、圏域における支援対象団体や人口が多い運営委員会に

対し、人件費相当額の委託料を加算します。また、集会室空き室状況の可視化に向け、窓

口業務委託先へ委託料を加算します。（構）

○ 区民公益活動の活性化及び住民参加の促進を図るため、情報発信ＷＥＢアプリの導入、

ＷＥＢアプリを活用した地域データの基盤整備と地域課題の分析を行います。（重）

○ 中野サンプラザの閉館を契機とした、中野の魅力を発信するシティプロモーション事業

を行います。（重）

○ もみじ山文化センター本館の旧レストランスペースを活用し、区民や区内文化芸術団体

の作品展示事業や区民が実際に絵画や造形などを体験できるワークショップを実施する

ことで、区民が身近に気軽に文化・芸術に親しみ、つながりが生まれる機会を創出します。

（重）

○ 旧中野刑務所正門の修復・移築について、基本計画、保存活用計画に基づき、基本設計・

実施設計を行います。（重）

○ 小・中学生の豊かな感性、想像力、人間性などを育むため、様々な文化、芸術体験の機
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会を確保します。（重）

○ もみじ山文化センター西館について、トイレ改修や照明器具等の改修工事を行うととも

に休館期間中の利用料金収入について、指定管理者へ補償します。（施）

○ 野方区民ホールのトイレ改修及び内装改修等を行うとともに休館期間中の利用料金収

入について、指定管理者へ補償します。（施）

○ 希望する商店街に対し「店舗向けキャッシュレス相談(勉強)会」、「消費者向けキャッ

シュレス推進イベント」、「キャッシュレス決済機器導入支援」をパッケージ化して、キ

ャッシュレス普及キャンペーン事業を実施します。（重）

○ 中野区商店街連合会が新たに実施する個店の経営力強化や新規出店者に対する伴走型

支援事業を補助対象とし、中野区商店街連合会事業補助金を増額します。（重）

○ 商業振興施策の立案、まちづくりによる影響を評価する上においてのエビデンスとなる

データを取得します。（重）

○ 中野駅西側南北通路・橋上駅舎の整備工事を進めるほか、中野二丁目、三丁目及び中野

四丁目新北口駅前地区において実施する土地区画整理事業、中野二丁目及び囲町東地区に

おいて実施する市街地再開発事業に係る事業費の一部を補助します。また、中野駅新北口

駅前広場の実施設計を進めるほか、中野駅周辺エリアマネジメントビジョン推進に向けた

具体策を検討します。（重）

２ 未来ある子どもの育ちを地域全体で支えるまちへの取組

○ 子ども相談室について、面談室の什器を整備するとともに、相談室の愛称やキャラクタ

ーを募集するなど、相談しやすい雰囲気づくりを進めます。また、啓発物品を活用して子

ども相談室の周知を図るなど、子どもの権利の普及啓発を実施します。（重）

○ 学習支援事業や子ども食堂への支援の拡充を図るとともに、生活に困窮する子育て家庭

を必要な支援につなげるための体制の充実を図ります。また、東京都立大学が実施する「令

和４年度子どもの生活実態調査」の詳細分析を行います。（重）

○ 里親支援について、家事援助や相互支援制度などの養育支援を拡充することにより、里

親の登録数の拡大及び委託促進を図ります。また、里親へ委託されていた児童に対し、委

託解除後の居住費を補助することで、児童が里親家庭から安定して自立できるよう支援し

ます。（重）

○ 一時保護中及び里親家庭で生活する子どもを対象に、第三者が子どもの声を聴取し、児

童相談所が行う処遇等に関し子どもの声を尊重するしくみをつくります。（重）

○ 中野東中学校跡地の一部について、ひがしなかの幼稚園の第２園庭として整備し、教育

環境の充実を図ります。

○ 学校図書館の蔵書を計画的に更新し、環境面を充実することで、子どもたちの読書に対

する意欲を高めます。また、全小・中学校において、放課後や夏季休業期間も学校図書室

を開放し、子どもたちが安心して過ごせる居場所として活用を図ります。（重）

○ 「(仮称）学校運営協議会」と「(仮称）地域学校協働本部」は、それぞれが持つ役割を
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十分に機能させ、一体的に推進することで、子どもの豊かな成長を支え、地域とともにあ

る学校づくりに資する活動が一層進んでいくことが期待されることから令和4年度よりモ

デル実施を行っています。令和5年度においても中学校区を増やしモデル実施を行います。

（重）

○ 児童・生徒一人ひとりの学習状況に応じたきめ細かな指導を行うため、任期付短時間勤

務教員を増員します。また、教員の負担軽減を図り、授業の質の向上につなげるため、小

学校の学級担任業務を補佐する職員を配置します。

○ 休日における部活動の地域移行に向けて、有識者等による委嘱委員会を立ち上げ、区と

しての方向性を協議します。

○ 外国語指導助手配置の充実や、中学校 1年生を対象とした宿泊による英語体験活動等の

取組を通して、英語学習への関心・意欲を高め、コミュニケーション能力の向上を図りま

す。（重）

○ 増加している不登校傾向の児童・生徒やヤングケアラーなどに対してきめ細かな支援を

充実させるため、スクールソーシャルワーカーの体制を強化します。また、スクールロイ

ヤーを配置し、学校への法律的支援を行います。（重）

○ 「中野区立小中学校再編計画（第２次）」に基づく小中学校の統合及び「中野区立小中

学校施設整備計画（改定版）」に基づく、学校施設の改修・解体・新築工事を行うととも

に、新校舎の物品整備、移転準備等を行います。（施）

○ 学習用端末の更なる活用を図るため、ＩＣＴ支援業務を拡充することにより、学校に対

する専門的な支援体制の充実を図ります。また、区立学校におけるＩＣＴ環境の高度化・

専門化に対応するため、民間事業者に支援業務を委託することで、ＩＣＴ環境整備を適切

かつ計画的に進めます。

○ 貸切バスや宿泊施設の手配、実地踏査や当日の添乗・行程調整等、移動教室の準備作業

及び実施時の諸業務を委託し、一部の移動教室について円滑かつ安定的な実施を図ります。

（構）

○ 中学校総合体育大会連合陸上競技大会の会場を、駒沢オリンピック公園総合運動場から

国立競技場へ変更します。加えて区立中学校の 3年生を対象に陸上競技大会とは別の競技

種目を新設します。

○ 小中学校のバリアフリー化を含め、環境改善に向けた改修を計画的に行います。また、

児童数の増加等に伴い、普通教室の不足が見込まれる学校について、増築などの対応を図

ります。（施）

○ お母さんの妊娠・出産期からお子さんの中学校卒業までの期間の中野区の子育て支援サ

ービス情報を掲載した子育て支援ハンドブック「おひるね」の内容を更新して発行します。

○ 保育所や幼稚園を利用していない未就園児に対し、保育所等の空き定員を活用した定期

的な保育をモデル事業として実施し、空き定員の活用方法及び保育所の安定運営に対する

効果や課題の検証を行います。

○ 認可保育施設等のうち、総合的な防災対策の取組を行う施設に対して区加算を支給しま

す。
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○ 認可保育施設（保育所、認定こども園）のうち、障害児の保育時間について標準の保育

時間（11時間）に延長して障害児を受け入れている園に対する扶助費を加算します。

○ 私立幼稚園等で実施している教育時間前後や長期休業期間中の預かり保育について、現

在の交付要件を見直し保育の時間や日数を増やした園に対する補助を増額することによ

り、各園の預かり保育の充実への取組を推進します。

○ 民間保育事業者が行う認可保育所の施設整備等に対して補助するとともに、認可外保育

施設の認可化及び指導監督基準への適合に向けた支援を行います。

○ 高校生等の保健の向上と健全な育成を図り、子育ての支援に資することを目的として、

養育者に対し、高校生等に係る医療費助成を令和 5年 4月から実施します。

○ ひとり親家庭（離婚成立前の実質ひとり親家庭を含む）に対し、日常生活や地域の中で

孤立することを防ぐため等の情報発信の強化、相談しやすい環境づくり、関係機関と連携

した支援の強化や養育費確保に向けた支援を行います。また、離婚調停中で実質ひとり親

家庭となった家庭に対し、金銭給付を行います。（重）

○ 令和 4年度より子育てホームヘルプサービス事業として、児童がけがや病気をしたが保

護者が勤務等で介護が出来ない場合にホームヘルパーの派遣を依頼できる事業をひとり

親家庭以外にも拡充して実施しており、令和 5年度も継続して実施します。

○ 妊産期・子育て期における相談支援事業や、離乳食講習会等のサポート事業を拡充しま

す。また、多胎児家庭支援の強化や産後ケアを行う施設の拡充を図ります。（重）

○ 小さく生まれた赤ちゃんとママ・パパの育児支援としてリトルベビー（低出生体重児）

ハンドブックを作成、配付します。（重）

○ キッズ・プラザ未整備校に、放課後に児童が帰宅せずに利用できる居場所・遊び場を小

学校内に整備するため、児童館が実施している学校・地域連携事業を拡充します。（重）

○ 老朽化が著しい児童館施設の改修と設備の更新を行います。（重）

○ 区立保育園、児童館、学童クラブ、キッズ・プラザ、ふれあいの家利用者の安全・安心

と快適な環境の確保のため、施設改修工事を実施します。キッズ・プラザ新規開設の準備

を進めます。また、常設プレーパークの設置に向けた検討を行います。（重）

○ ふれあいの家の開館日を拡充するとともに、一部の児童館・ふれあいの家で行っている

日曜日乳幼児親子開放事業の実施施設を拡充します。また、放課後の多様な過ごし方につ

いて情報提供を進めるとともに、学童クラブ待機児童対策を拡充します。（重・施・構）

○ 試行実施としていた大学生・社会人支援事業を本格実施する等事業の推進を図ります。

また、中高生年代向け施設のあり方の検討を進めます。（重）

３ 誰もが生涯を通じて安心して自分らしく生きられるまちへの取組

○ 既存の緊急連絡カード作成にあわせて、キーホルダーを配布し、高齢者の外出時の緊急

措置対応の充実を図ります。（重）
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○ 国保データベースシステムから抽出した検診データ等を医療職（保健師）が分析を行い、

健康課題や支援対象者を特定し、高齢者に対する個別アプローチ（ハイリスクアプローチ）

と通いの場等への積極的関与等（ポピュレーションアプローチ）を行います。（重）

○ 高齢者の補聴器購入費用助成に係る検討会を設置します。（重）

○ 介護保険サービスを提供する地域密着型サービス事業所に対して、介護職員の宿舎の借

り上げを支援し、住宅費負担を軽減することで、介護職員の働きやすい職場環境を実現し、

介護人材の確保・定着を図ります。（重）

○ 高齢者会館において、和室から洋室への改修工事（一部施設）や平日夜間・土日祝日の

受付管理人の配置等を実施し、利便性の向上を図ります。（重）

○ ヤングケアラーの支援体制を強化するため、実態調査や支援に携わる関係者への研修、

当事者同士が交流できるオンラインサロンの設置、支援機関の橋渡し役となるコーディネ

ーターの配置等を行います。（重）

○ 行政だけでは解決困難な複雑化・複合化した地域課題の解決に向け、孤独対策やフレイ

ル予防など、教育機関（大学等）、企業等団体の持つ知見・ノウハウを活用するため、コ

ンソーシアム（共同基盤）を整備します。（重）

○ 現在のひきこもり支援事業の内容を拡充し、新たにひきこもり相談会及びサポーター養

成事業を実施するほか、専門相談窓口での対応、啓発活動や参加支援を継続して進めます。

（重）

○ 重度障害者が修学するために必要な支援体制を大学等が構築できるまでの間、重度障害

者に対して修学に必要な身体介護等を提供します。（重）

○ 障害福祉サービス事業所等従事者の人材育成研修事業について、民間人材育成事業者を

活用し、障害者の特性に応じた適切な相談支援を提供することで、障害福祉サービスの質

の向上を図ります。

○ 区有地を活用し、重度障害者が利用できる共同生活援助、短期入所及び地域生活支援拠

点を区が整備し、選定した運営事業者に対して運営費の補助、事業の委託を行います。（重）

○ 令和 5年度から東京都重症心身障害児（者）通所事業の実施施設を 1か所増やし、医療

的ケア対象者の受入先を確保します。（重）

○ 中野区やまと荘・大和福祉作業施設の除却、新施設の整備及び代替施設への送迎に関す

る費用を補助します。中野区やよい荘・弥生福祉作業施設は改修工事を実施します。また、

障害者福祉作業施設で実施している通所サービスは代替施設において事業を継続します。

（重・施・構）

○ 重症心身障害児や医療的ケア児が、地域において必要な支援を円滑に受けることができ

るよう、保健、医療、福祉、教育等の関係機関による協議の場を設置します。併せて、医

療的ケア児コーディネーターを中心として関係機関が有機的に連携し、区内の社会資源や

相談援助技術を共有するための場の確保を行います。

○ 障害者職場体験の実習生を受け入れた企業に対し、「障害者職場実習受入奨励金」を支

給することで、実習の場の拡大を図り、障害者の就労への移行や就職後の定着を促進しま

す。
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○ 重度障害者等が就労する場合に、職場等における身体介護や通勤介助等を行うことで、

重度障害者等の就労機会の拡大を図ります。（重）

○ 失語症者が参加している団体に対して、意思疎通支援者を派遣するとともに、失語症者

と意思疎通支援者が集うサロンを開催し、会話の支援を行うことにより、失語症者の自立

及び社会参加を促進します。

○ 子どもから高齢者までライフステージに合わせた食育を支援していくため、各ライフス

テージに向けた食育リーフレットを作成し、関係各課や関係機関と連携して健康的な食習

慣等についての講座等を実施し、意識啓発の充実を図っていきます。

○ 子ども読書活動を推進するために、低年齢の子どもたちに魅力のある児童コーナー等を

整備します。（重）

○ 区立図書館の蔵書を充実させ、貸出冊数の向上を図るため、蔵書の更新年数の改善を図

ります。（重）

○ 中野ランニングフェスタ事業を主催する実行委員会に対し、補助金を交付します。（重）

○ 区立スポーツ施設で実施している事業への参加が難しい障害のある方に、スポーツの機

会を提供するため、スポーツ推進委員が区内障害児(者)施設に赴き、ボッチャの体験会な

どを実施します。また、知的障害者文化スポーツ事業について、身体障害者を対象に加え、

プログラムの充実を図ります。（重）

○ 第二中学校温水プールの利用促進、区民の水泳ニーズに対応するため、通年の障害児者

向け水泳教室、子ども向け水泳体験会、高齢者向け水中運動体験会を実施します。（重）

○ 哲学堂庭球場の照明及び人工芝について、水銀灯の不足、照明支柱の劣化、人工芝の摩

耗等に対応するため、改修工事を実施します。（重）

○ 成人歯科健診の受診券を 40 歳～50 歳の区民に発送し受診を促す事で、口腔内リスクの

早期予防を図ります。

○ 口腔がんに関する啓発を行うため、中野区歯科医師会が行う口腔がん啓発に係る経費を

補助します。

４ 安全・安心で住み続けたくなる持続可能なまちへの取組

○ 区役所と区内関係機関に設置されている移動系防災行政無線設備を更新します。災害対

策用被服について、ひと目見て区職員と認識できる被服に変更します。また、伝達に緊急

を要する情報を迅速に配信するために導入している中野区一斉情報配信システムにおい

て、多言語化や連携機能の強化等を行い、より多くの対象者への情報配信を可能にします。

○ 地域危険度が高い地域や木造住宅密集地域等について、建物の不燃化を推進させるため、

東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制を活用した不燃化の誘導を行います。地震時

の危険性が高い若宮地区は、若宮地区防災まちづくり協議会より提出された意見書を踏ま

えた地区計画による防災まちづくりを展開します。（重）

○ 令和 4年度までの検討を踏まえ、東中野駅東口周辺のまちのあり方について整理すると

ともに、その基本的な考え方を示すため、基本方針の案を作成します。（重）
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○ 連続立体交差事業の早期実現を関係機関に働きかけるとともに、野方駅、都立家政駅、

鷺ノ宮駅の各駅周辺まちづくり、駅前の拠点づくり及び基盤計画の検討を行います。（重）

○ 新井薬師前駅・沼袋駅周辺地区で、再開発事業等による街区の再編を推進し、土地の高

度利用や都市機能の更新を図り、交通環境の改善、にぎわいと魅力あふれるまちづくりや

防災性の向上に向けた取組を進めます。また、連続立体交差事業に連動した都市計画道路

の整備推進を図ります。（重）

○ 区民や来訪者等が、快適さ、美しさを感じ、愛着や誇りのもてる都市景観の創造に向け

た取組として、景観計画及び景観条例の策定に向けた検討を進めます。

○ 現在、区が管理している下水道施設について、施設が老朽化していることから、下水道

施設の調査と更新計画を策定します。また、優先度の高い路線について翌年度の改修工事

に向けた実施設計を行います。

○ 弥生町三丁目周辺地区の避難道路をはじめ、中野区無電柱化推進計画に基づき無電柱化

を推進します。

○ 中野区公園再整備計画に基づき、再整備を行う公園の基本設計、実施設計を行います。

また、（仮称）上高田五丁目公園について、都市計画手続きを進めます。（重・構）

○ 中野区交通政策基本方針に基づき、公民の連携と地域の協働による新たな交通手段の導

入を含めた地域公共交通ネットワークの構築に向けてのアクションプログラムとして地

域公共交通計画を策定します。また、地域公共交通ネットワークの形成について、実証実

験の分析・効果検証を踏まえ、改善等の検討をしながら取組を進めます。（重）

○ 中野二丁目のまちづくりに伴い、仮設で運営していた自転車駐車場について、再開発ビ

ルの開業に合わせ建物内に移転・開設します。（重）

○ 令和 6年度に予定している脱炭素ロードマップの作成に向けて、具体的な取組等を検討

するにあたって、地域特性を踏まえた二酸化炭素排出量の削減ポテンシャル等の分析調査

を実施します。（重）

○ 再生可能エネルギーの活用をさらに促進するため、新たに太陽光発電システムの設置に

対する補助を創設します。（重）

○ 令和 6年度からプラスチック製品の資源化を実施するにあたり、資源・ごみの分別回収

方法の一部変更について、区民や関係者に周知・普及啓発を行います。

○ まちづくりの進展による通学環境の変容とそれに伴う通学児童の登下校時の安全対策

を推進するために、通学路児童見守り交通安全指導員の配置時間を増やします。

○ 在宅で要介護者(高齢者、障害者)を介護している家族等が新型コロナウイルス感染症に

感染した場合に、要介護者が住み慣れた地域での生活を継続し、感染した家族等が安心し

て療養に専念できるよう、支援体制を継続します。また、感染状況に応じた適切な対応を

図るため、引き続き国や都の動向を踏まえてワクチン接種体制の確保等、新型コロナウイ

ルス感染症対策を実施します。（コ）

○ ＨＰＶに感染した男性との性交渉による女性の感染及び子宮頸がんの発症を予防し、男

性の性感染症等を防止するため、小学 6年生から高校 1年生までの男子を対象に任意予防

接種の費用助成を行います。
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○ 未就学児を対象として行っているインフルエンザ予防接種費用助成を学校生活におけ

る感染拡大防止等を目的として、小中学生まで拡大します。

○ 飼い主のいない猫を地域猫として区内のより多くの地域で適切に管理し、愛護動物との

共生ができる地域社会づくりを行うため、中野区地域猫共生推進員制度を導入します。

５ 区政運営等に関する取組

○ ＳＤＧｓを推進するため、区民や事業者等へＳＤＧｓの普及啓発事業を実施します。

○ 中野区基本計画後期について、実施計画を策定し、後期の取組を着実に推進します。

○ 鷺宮小学校跡地を活用するにあたり、鷺宮小学校内の国有地の取得に向けて、不動産鑑

定を行います。

○ 資産の有効活用にあたり、不動産関連業務の専門性やリスク管理の観点などについて、

専門的な知見を有する事業者等に検討支援を受けます。（施）

○ 中野区公式ＬＩＮＥアカウントに運用支援ツールを導入します。子育て世帯を中心にア

クティブユーザーが多く、かつ拡張性の高いツールであるＬＩＮＥを活用することで、行

政手続きのオンライン化を進めるとともに、区政情報の発信をより効果的に実施し、区民

の利便性を向上します。（構）

○ 庁内情報資産の横断的かつ効率的な共有と活用により業務の効率化を図るため、統合型

ＧＩＳを構築します。また、区民や事業者が検索・閲覧等が可能な状態で地図情報を公開

することにより、区民サービスの向上を図ります。あわせて、共通のプラットホームとし

てのデジタル道路現況平面図の整備と公開するデータの電子化を進めます。（構・業）

○ 令和 6年度の新庁舎移転に向けた整備を進めます。また、ペーパーレスの取組等の業務

改善を推進します。（構・業）

○ 就業等で平日の手続きが難しい方に向けて委託事業者による申請サポートを行うとと

もに、マイナンバーカードの利便性をアピールしていきます。（構）

○ 国民健康保険料のインターネットによるクレジットカード払いを可能とするとともに、

預貯金調査業務の電子化等により収納業務及び滞納整理業務を強化し、収納率の向上を図

ります。また、保育料の口座振替を促進するため、Ｗｅｂフォームから申込みできるよう

にします。（構）

６ 見直し等事業

○ 構造改革実行プログラムの策定・推進等の助言を受けるため設置してきた構造改革推進

アドバイザーを廃止します。

○ 区外に居住している特別区民税滞納者に対する調査については、実施当初は効果が高か

ったが、経年で効果が低下したこと及び滞納整理が着実に進んでおり対象者の減少が見込

まれることから、委託しないこととし、課税権を有する自治体に直接照会を行います。
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○ 国民健康保険の被保険者資格証明書（資格証明書）及び短期被保険者証（短期証）の交

付基準の変更により発行数を削減することで、事務の簡素化及び経費削減を進めます。

○ 医療機関や助産院での窓口支払が経済的に負担となっている国民健康保険被保険者に

対して、中野区高額療養費資金及び出産資金貸付基金を設けて高額療養費や出産に要する

費用として貸付けているが、貸付実績が減少傾向にあることから、当該基金を廃止し、貸

付金を予算計上する方法に変更します。

○ 産業交流展への初回出展者数が低迷しており、特定の事業者に対する局所的な支援とな

っているため、区内産業ＰＲ事業における事業の一部を他の施策と統合し、残りは廃止し

ます。

○ 就労・求人支援サイト「ぐっＪＯＢなかの」について、登録事業者数や求人情報数、ア

クセス数が伸びていないことから、サイトの運営は令和 4年度をもって終了し、有効な区

内中小企業者の支援策を検討します。

○ 配食サービス事業者との連携による食事支援を通じた見守り及び健康づくり・介護予防

の啓発について、利用状況等を踏まえ、廃止します。利用者に対しては、緊急連絡カード

の登録の促進や介護予防事業への参加を促すなど継続した見守りと健康づくりを進めてい

きます。

○ 介護予防講演会の単独実施を見直し、介護予防に関連する他の事業との一体的な啓発を

行います。

○ 胃がんハイリスク診査は生涯に１回の実施で、平成 25年度以降、診査希望者等に対し

て受診勧奨を継続してきたが、40 歳と新規転入者のみに見直します。

○ 国の障害者雇用助成制度等が拡充され、そうした制度の活用が見込まれるため、「中小

企業障害者雇用奨励金」は令和 4年度をもって終了します。
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２ 予算編成方針（概要）

１ 重点事項

重点プロジェクト、区有施設整備、構造改革を踏まえた取組、新型コロナウイルス感染症

対策と様々な活動の活性化策、新庁舎移転を見据えた業務改善等を重点事項とし、限られた

財源を優先的に配分する。

２ 一般的事項

○新規・拡充事業

重点事項以外の新規・拡充事業は、真に必要であり優先度の高いものとし、見直し等事業

のスクラップにより経費を生み出すこと。事業計画を立てる際は、事業期間と目標達成の時

期を見定め、事業終了の時期をあらかじめ想定し、計画作成を徹底すること。当初設定した

終了時期を迎える事業については、エビデンスを基にそれまでの効果検証を行い、事業の有

効性や実効性を踏まえて、改めて事業計画を立てること。

○歳出抑制

経常経費は削減を原則とし、ＩＣＴの活用やペーパーレス化等により内部管理事務の効率

化を進め、内部管理コストの削減を図るなど、さらなる歳出抑制・節減に努めること。

○ワーク・ライフ・バランスへの対応

ワーク・ライフ・バランスの実現に向け、ＩＣＴの活用やペーパーレス化の推進、アウト

ソーシングの活用などにより、効率的な仕事の進め方の確立と業務の生産性の向上を図るこ

と。超過勤務の縮減や事業執行経費の精査に努める一方で、時間外勤務手当については、実

績等を踏まえて適切に積算すること。

○歳入の確保

最も重要な財源である特別区税については、徴収額及び収入率の目標を定め、これを達成

するため、他自治体の優良事例も参考にしながら、取組の強化を進め、確実な税収の確保に

努めること。国民健康保険の保険料についても、特別区税と同様に具体的な取組を行うこと。

すべての事業について、充当可能な国や都の補助金を最大限活用すること。

○国・都の動向の把握

国や都の政策動向を注視し、情報収集に努めること。これまで特定財源により執行してき

た事業のうち補助金等の廃止や縮小があるものについては、代替となる新たな財源を調査し、

財源確保に努めること。それが見込めない場合は、エビデンスを基にそれまでの効果検証を

行い、事業の有効性や実効性を踏まえ、新たな一般財源投入に見合う事業規模等の検討をし

た上で、事業継続の判断を行うこと。
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５年度 ４年度

当初予算 当初予算 金額 増減率

一般会計 195,630,000 157,935,000 37,695,000 23.9

会    計    区    分
比較

 　　　　　　　（単位：千円・％）

３ 歳入・歳出予算規模

予算規模は、一般会計が1,956億3,000万円で、4つの特別会計（用地特別会計、国民健康保

険事業特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計）を含めた、5会計の合計は、2,728

億3,200万円となりました。前年度に比べ504億2,100万円、22.7％の増となっています。

一般会計

■一般会計

前年度に比べ376億9,500万円、23.9％増の1,956億3,000万円となりました。

歳出では、中野二丁目地区市街地再開発事業関連経費、中野三丁目地区土地区画整理事業関連

経費や学校体育館の冷暖房化経費等の投資的経費が減となったほか、児童手当、住居確保給付金、

退職手当や基金への積立金等が減となりました。

一方で、区役所新庁舎整備費、平和の森小学校等の用地購入費、囲町東地区市街地再開発事業

関連経費や学校施設整備費等の投資的経費が増となったほか、新型コロナウイルスワクチン接種

体制確保等の感染症対策経費、教育・保育施設給付費、区有施設の光熱水費、新庁舎移転に向け

た経費等が増となり、前年度を上回る予算となりました。

歳入は、納税義務者数や所得の増加による特別区税の増や、特別区交付金や地方消費税交付金

の増加を見込んだほか、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業の実施等による、国庫支

出金の増や区役所新庁舎整備、囲町東地区市街地再開発事業、学校施設整備や平和の森小学校等

の用地を購入すること等から、投資的事業の財源である、基金繰入金や特別区債が増加しました。
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５年度 ４年度

当初予算 当初予算 金額 増減率

用地特別会計 8,779,000 304,000 8,475,000 2,787.8

国民健康保険事業特別会計 36,044,000 32,553,000 3,491,000 10.7

後期高齢者医療特別会計 7,921,000 7,585,000 336,000 4.4

介護保険特別会計 24,458,000 24,034,000 424,000 1.8

77,202,000 64,476,000 12,726,000 19.7

 　　　　　　　（単位：千円・％）

会    計    区    分
比較

特別会計　合計

特別会計

■用地特別会計

前年度に比べ84億7,500万円の増となりました。一般会計での用地引き取りに伴う繰上げ償還

により、公債費が増となったことから、著増となりました。

■国民健康保険事業特別会計

給付費及び納付金等の増により、34億9,100万円、10.7％の増となりました。

■後期高齢者医療特別会計

広域連合納付金等の増により、3億3,600万円、4.4％の増となりました。

■介護保険特別会計

保険給付費等の増により4億2,400万円、1.8％の増となりました。

■用地特別会計 当初予算額の推移 ■後期高齢者医療特別会計 当初予算額の推移

■国民健康保険事業特別会計 当初予算額の推移 ■介護保険特別会計 当初予算額の推移
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（単位：千円・％）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 伸び率 寄与率

1 特別区税 37,705,479 19.3 34,245,457 21.7 3,460,022 10.1 9.2

2 特別区交付金 43,400,000 22.2 40,500,000 25.6 2,900,000 7.2 7.7

3 地方譲与税 434,000 0.2 434,000 0.3 0 0.0 0.0

4 利子割交付金 120,000 0.1 100,000 0.1 20,000 20.0 0.1

5 配当割交付金 650,000 0.3 600,000 0.4 50,000 8.3 0.1

6 株式等譲渡所得割交付金 600,000 0.3 500,000 0.3 100,000 20.0 0.3

7 地方消費税交付金 8,200,000 4.2 6,800,000 4.3 1,400,000 20.6 3.7

8 環境性能割交付金 120,000 0.1 100,000 0.1 20,000 20.0 0.1

9 地方特例交付金 170,000 0.1 170,000 0.1 0 0.0 0.0

10 交通安全対策特別交付金 27,000 0.0 25,000 0.0 2,000 8.0 0.0

11 分担金及び負担金 2,651,313 1.4 1,277,341 0.8 1,373,972 107.6 3.6

12 使用料及び手数料 2,027,387 1.0 2,049,915 1.3 △ 22,528 △ 1.1 △ 0.1

13 国庫支出金 36,502,071 18.7 31,699,328 20.1 4,802,743 15.2 12.7

14 都支出金 14,520,176 7.4 13,336,222 8.4 1,183,954 8.9 3.1

15 財産収入 177,171 0.1 164,141 0.1 13,030 7.9 0.0

16 寄付金 93,555 0.0 37,455 0.0 56,100 149.8 0.1

17 繰入金 17,258,937 8.8 17,768,231 11.3 △ 509,294 △ 2.9 △ 1.4

18 繰越金 400,000 0.2 400,000 0.3 0 0.0 0.0

19 諸収入 3,037,911 1.6 1,792,910 1.1 1,245,001 69.4 3.3

20 特別区債 27,535,000 14.1 5,935,000 3.8 21,600,000 363.9 57.3

195,630,000 100.0 157,935,000 100.0 37,695,000 23.9 100.0歳入合計

※表中の構成比等は表示単位未満を四捨五入しているため、合計欄の数値は、表示している数値から算出した値とは異なる場合があります。

比較

■歳入予算（款別）

款
５年度 ４年度

３-１ 歳入の状況（一般会計）

歳入予算（款別）

歳入を款（＝予算科目）別に区分したものが下の表です。特別区税と特別区交付金が歳入のお

よそ4割を占め、区の基幹収入となっています。

特別区税及び特別区交付金が増加しました。特別区税は377億547万9千円と前年度と比べ34

億6,002万2千円、10.1％の増となりました。ふるさと納税の影響額は前年度より増加し、およ

そ27億円の減収を見込むものの、納税義務者数や所得の増により、税収増を見込みました。

特別区交付金は財源である固定資産税や市町村民税法人分が増となっています。このことから、

交付金総額（23区計）は前年度比較でおよそ850億円、7.7％の増となっています。中野区では、

特別区交付金の内、普通交付金について、前年度から29億円の増を見込みました。

国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種に係る経費、中野駅周辺地区の市街

地再開発事業関連経費や学校施設整備費等の増に伴い増加しています。

特別区債は、区役所新庁舎整備、中野駅周辺地区の市街地再開発事業関連経費、学校施設整備

費や平和の森小学校用地の用地特別会計からの引き取り経費等に起債を活用することから、前年

度からおよそ216億円の増となっています。

なお、地方消費税の社会保障経費への充当額は50億円を見込んでいます。
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歳入予算（一般財源・特定財源別）

歳入について、使途が制約されず、どのような経費にも使用できるものを「一般財源」に、使

途が特定されているものを「特定財源」に区分したものが下の表です。

一般財源は前年度比5.0％の増となっています。特別区税は納税義務者数や所得の増を見込み

ました。特別区交付金は調整税等の増収を踏まえ、増を見込みました。また、財政調整基金繰入

金については、予算編成における「基準となる一般財源規模」の考え方をあらためたことから、

繰り入れが減少し、約33億円の減となっています。

特定財源は51.7％の増です。新型コロナウイルス感染症のワクチン接種に係る経費、中野駅周

辺地区の市街地再開発事業関連経費や学校施設整備費等の増に伴い、国庫支出金が増加したほか、

区役所新庁舎整備、中野駅周辺地区の市街地再開発事業関連経費、学校施設整備費や平和の森小

学校用地の用地特別会計からの引き取り経費等に起債を活用することから、特別区債が増加して

います。

■歳入予算（一般財源・特定財源別） （単位：千円・％）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 伸び率 寄与率

98,689,538 50.4 94,027,166 59.5 4,662,372 5.0 12.4

 特別区税 37,705,479 19.3 34,245,457 21.7 3,460,022 10.1 9.2

 特別区交付金 43,400,000 22.2 40,500,000 25.6 2,900,000 7.2 7.7

 地方譲与税 434,000 0.2 434,000 0.3 0 0.0 0.0

 利子割交付金 120,000 0.1 100,000 0.1 20,000 20.0 0.1

 配当割交付金 650,000 0.3 600,000 0.4 50,000 8.3 0.1

 株式等譲渡所得割交付金 600,000 0.3 500,000 0.3 100,000 20.0 0.3

 地方消費税交付金 8,200,000 4.2 6,800,000 4.3 1,400,000 20.6 3.7

 環境性能割交付金 120,000 0.1 100,000 0.1 20,000 20.0 0.1

 地方特例交付金 170,000 0.1 170,000 0.1 0 0.0 0.0

 交通安全対策特別交付金 27,000 0.0 25,000 0.0 2,000 8.0 0.0

 繰入金（財政調整基金） 6,863,059 3.5 10,152,709 6.4 △ 3,289,650 △ 32.4 △ 8.7

 繰越金 400,000 0.2 400,000 0.3 0 0.0 0.0

96,940,462 49.6 63,907,834 40.5 33,032,628 51.7 87.6

 分担金及び負担金 2,651,313 1.4 1,277,341 0.8 1,373,972 107.6 3.6

 使用料及び手数料 2,027,387 1.0 2,049,915 1.3 △ 22,528 △ 1.1 △ 0.1

 国庫支出金 36,502,071 18.7 31,699,328 20.1 4,802,743 15.2 12.7

 都支出金 14,520,176 7.4 13,336,222 8.4 1,183,954 8.9 3.1

 財産収入 177,171 0.1 164,141 0.1 13,030 7.9 0.0

 寄付金 93,555 0.0 37,455 0.0 56,100 149.8 0.1

 繰入金 10,395,878 5.3 7,615,522 4.8 2,780,356 36.5 7.4

 諸収入 3,037,911 1.6 1,792,910 1.1 1,245,001 69.4 3.3

 特別区債 27,535,000 14.1 5,935,000 3.8 21,600,000 363.9 57.3

195,630,000 100.0 157,935,000 100.0 37,695,000 23.9 100.0

※ 表中の構成比等は表示単位未満を四捨五入しているため、合計欄の数値は、表示している数値から算出した値とは異なる場合があります。

項     目
５年度 ４年度 比較

一般財源

特定財源

歳入合計

※ 一般財源の繰入金は、財政調整基金からの繰入金。 特定財源の繰入金は、減債基金・特定目的基金からの繰入金です。
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■歳出予算（性質別） （単位：千円・％）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 伸び率 寄与率

70,908,699 36.2 70,828,171 44.8 80,528 0.1 0.2

 人件費 20,743,482 10.6 21,830,796 13.8 △ 1,087,314 △ 5.0 △ 2.9

 扶助費 48,497,823 24.8 47,624,286 30.2 873,537 1.8 2.3

 公債費 1,667,394 0.9 1,373,089 0.9 294,305 21.4 0.8

59,714,959 30.5 25,027,161 15.8 34,687,798 138.6 92.0

65,006,342 33.2 62,079,668 39.3 2,926,674 4.7 7.8

 物件費 28,596,381 14.6 23,987,428 15.2 4,608,953 19.2 12.2

 維持補修費 2,309,175 1.2 2,325,238 1.5 △ 16,063 △ 0.7 0.0

 補助費等 7,344,238 3.8 7,220,507 4.6 123,731 1.7 0.3

 投資及び出資金･貸付金 49,549 0.0 46,754 0.0 2,795 6.0 0.0

 積立金 13,983,049 7.1 16,556,938 10.5 △ 2,573,889 △ 15.5 △ 6.8

 繰出金 12,323,950 6.3 11,442,803 7.2 881,147 7.7 2.3

 予備費 400,000 0.2 500,000 0.3 △ 100,000 △ 20.0 △ 0.3

195,630,000 100.0 157,935,000 100.0 37,695,000 23.9 100.0

その他の経費

歳出合計

※表中の構成比等は表示単位未満を四捨五入しているため、合計欄の数値は、表示している数値から算出した値とは異なる場合があります。

投資的経費

項     目
５年度 ４年度 比　　　較

義務的経費

歳出経費の分類

▶

▶

性質別

目的別

　経費をその経済的機能＝性質によって、人件費、投資的経費、物件費などに区分する分け方。
義務的経費と投資的経費の割合や各費目の増減などにより、財政の弾力性や区の財政構造がわか
ります。

　経費をその行政目的に応じて、議会費、子ども教育費、健康福祉費、都市基盤費などに区分す
る分け方。行政施策の動向や部門別の経費の状況がわかります。

本冊子では下記のとおり２分類で歳出の状況を説明しています。

３-２ 歳出の状況（一般会計）

義務的経費

◆人件費

人件費は、定年の引き上げにより、退職手当が減少したため、5.0％の減となりました。

◆扶助費

保育施設給付費や児童入所施設措置費等の増により、前年度比較で8億7,353万7千円、1.8％

の増となりました。

◆公債費

前年度に区役所新庁舎整備等の財源として起債の発行を予定していることから、前年度比較で

2億9,430万5千円、21.4％の増となりました。
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投資的経費

中野二丁目地区市街地再開発事業関連経費や中野三丁目土地区画整理事業関連経費が減少しま

したが、区役所新庁舎整備費、平和の森小学校等の用地購入費、囲町東地区市街地再開発事業関

連経費や学校施設整備費等が増加したことから、増となっています。

前年度比較で346億8,779万8千円、138.6％の増となりました。

投資的事業については、補助金や基金・起債を活用し、一般財源への影響を抑制しています。

その他の経費

◆物件費

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保経費等の新型コロナウイルス感染症対策経費、区立

施設の光熱水費、新庁舎移転に向けた経費や区議会議員選挙の実施等により、前年度比較で46億

895万3千円、19.2％の増となりました。

◆維持補修費

小中学校や本庁舎、地域の様々な施設の補修経費を計上しています。前年度比較1,606万3千

円、0.7％の減となりました。

◆補助費等

民間保育施設に対する補助など子育て支援の経費や東京二十三区清掃一部事務組合などへの分

担金を計上しています。前年度比較で1億2,373万1千円、1.7％の増となりました。

◆投資及び出資金・貸付金

土地開発公社への貸付金等を計上しています。前年度比較で279万5千円、6.0％の増となりま

した。

◆積立金

持続可能な財政運営を行うため、財政調整基金、義務教育施設整備基金、社会福祉施設整備基

金、道路・公園整備基金やまちづくり基金等へ積立てを行います。積立金総額は前年度比較で25

億7,388万9千円、15.5％の減となりました。

◆繰出金

国民健康保険事業特別会計繰出金、後期高齢者医療特別会計繰出金及び介護保険特別会計繰出

金について、それぞれ増加し、繰出金総額は前年度比較で8億8,114万7千円、7.7％の増となり

ました。

◆予備費

令和5年度は4億円を計上しました。
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【一般会計】 （単位：千円）

限度額 期間

中野区土地開発公社からの用地取得費 ー 令和５年度～令和１２年度

中野区土地開発公社に対する債務保証 ー 令和５年度～令和１２年度

新庁舎文書庫整備工事 210,246 令和５年度～令和６年度

新庁舎複合機等の消耗品供給 48,703 令和５年度～令和６年度

タイムレコーダー賃借 54,310 令和５年度～令和１１年度

新庁舎電子作戦卓及び災害対策本部長室モニター設置工事 13,447 令和６年度

新庁舎移設に伴う計測震度計設置工事 17,785 令和６年度

高所カメラシステム新庁舎移設工事 18,083 令和６年度

東京都防災無線設備移設工事 107,000 令和６年度

防災行政無線（移動系）設備更新 214,982 令和５年度～令和１０年度

新庁舎統合ネットワーク環境構築に伴う設定等作業委託 42,347 令和５年度～令和６年度

パソコン運用管理システム構築及び周辺機器購入 125,011 令和５年度～令和６年度

パソコン及び周辺機器賃借 1,054,669 令和６年度～令和１０年度

据置型ディスプレイモニター購入 84,102 令和５年度～令和６年度

住民情報連携基盤システム新庁舎移設作業委託 18,420 令和５年度～令和６年度

住民情報システムサーバ構築・新庁舎移転対応作業委託 139,260 令和５年度～令和６年度

住民情報システムサーバ機器移設作業委託 5,335 令和５年度～令和６年度

新庁舎に係る開設準備（備品等購入） 1,571,720 令和５年度～令和６年度

不要什器等廃棄業務委託 57,289 令和５年度～令和６年度

新庁舎映像音響設備工事 90,830 令和６年度

新庁舎移転業務委託 126,908 令和５年度～令和６年度

新庁舎移転プロジェクトマネジメント業務委託 9,900 令和５年度～令和６年度

新庁舎落成式等実施業務委託 14,422 令和５年度～令和６年度

新庁舎移転に伴う電話移設工事 28,400 令和６年度

入退室管理システム賃借 157,520 令和６年度～令和１０年度

庁舎総合管理業務委託 1,955,445 令和６年度～令和１０年度

デジタルサイネージ賃借 15,350 令和５年度～令和１０年度

本庁舎総合案内業務委託 4,888 令和６年度

全庁共通発券機システム構築委託 14,520 令和５年度～令和６年度

全庁共通発券機ソフトウェア賃借 32,554 令和６年度～令和１０年度

キャッシュレスセミセルフレジ賃借 13,503 令和５年度～令和１０年度

フルセルフレジ賃借 14,970 令和５年度～令和１０年度

全国消費生活情報ネットワークシステム移設作業委託 616 令和５年度～令和６年度

戸籍住民課窓口業務及びフロアマネージャー業務等分析委託 20,392 令和５年度～令和６年度

戸籍住民課窓口等業務委託 18,553 令和６年度

戸籍情報総合システム機器移設作業委託 2,420 令和５年度～令和６年度

住民基本台帳ネットワークシステム機器リプレース及びサーバ移設等作業委託 25,791 令和５年度～令和６年度

住民税額決定通知書作成・発送委託 28,754 令和６年度

課税業務の委託 11,055 令和６年度

住民税申告書作成・発送委託 1,506 令和６年度

事項

新
規

４ 債務負担行為

債務負担行為は、翌年度以降にわたる債務の負担について、その限度額及び期間を定めたもの

です。令和5年度の新規設定は、一般会計で82件、限度額106億6,778万6千円となり、前年度

から63億2,036万2千円の増となっています。特別会計では10件、限度額10億7,072万3千円

となり、前年度から10億4,384万6千円の増となっています。
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（単位：千円）

限度額 期間

課税資料データ作成委託 1,684 令和６年度

住民税等納付書の作成・発送委託 6,838 令和６年度

税務関係機器移設作業委託 270 令和５年度～令和６年度

税滞納整理支援システム新庁舎移転対応作業委託 2,816 令和６年度

後期高齢者医療保険料通知書等作成・発送委託 6,844 令和５年度～令和６年度

もみじ山文化センター本館改修工事 204,000 令和６年度～令和７年度

現庁舎屋外モニュメント修復及び新庁舎移設工事 2,646 令和５年度～令和６年度

新庁舎アールブリュット展示等企画・運営委託 35,219 令和６年度

新庁舎に係る開設準備（１階ホール用備品等購入） 73,063 令和５年度～令和６年度

教育委員会ペーパーレス会議システム及びＷｅｂ会議システム機器賃借 6,006 令和５年度～令和１１年度

母子保健・乳幼児健診システム機器設定委託 2,778 令和６年度

子ども総合窓口及び関連業務分析委託 13,487 令和５年度～令和６年度

子ども総合窓口及び関連業務委託 6,763 令和６年度

新庁舎３階キッズスペース整備委託 12,320 令和５年度～令和６年度

鷺宮小学校・西中野小学校統合新校校舎開設に伴うアクセスポイント移設作業等委託 6,169 令和５年度～令和６年度

鷺宮小学校・西中野小学校統合新校校舎開設に伴うネットワーク機器等移設作業委託 8,446 令和５年度～令和６年度

中野本郷小学校移転に伴うアクセスポイント移設作業等委託 7,567 令和５年度～令和６年度

中野本郷小学校移転に伴うネットワーク機器等移設作業委託 4,019 令和５年度～令和６年度

谷戸小学校校舎増築工事 405,575 令和６年度

江原小学校改修工事 194,875 令和６年度

第五中学校改修工事 193,597 令和６年度

南台小学校校舎等解体・建設工事 41,114 令和６年度

旧中野中学校（旧第九中学校）耐震改修工事 1,166,774 令和６年度

北原小学校新校舎基本構想・基本計画策定支援業務委託 6,945 令和６年度

第七中学校新校舎基本設計・実施設計業務委託 210,601 令和６年度～令和７年度

桃園第二小学校新校舎基本設計・実施設計業務委託 235,566 令和６年度～令和７年度

要支援者情報台帳システム機器リプレース作業委託 4,122 令和５年度～令和６年度

要支援者情報台帳システムプリンタ購入 2,541 令和５年度～令和６年度

新庁舎に係る開設準備（地域団体活動室用備品等購入） 1,946 令和５年度～令和６年度

昭和区民活動センター基本設計・実施設計等業務委託 31,317 令和６年度

高齢・障害福祉業務管理システム新庁舎移転対応作業委託（キッティング作業） 18,844 令和５年度～令和６年度

高齢・障害福祉業務管理システム新庁舎移転対応作業委託（システムセットアップ） 634 令和５年度～令和６年度

新庁舎に係る開設準備（福祉推進課専用個室用備品等購入） 11,101 令和５年度～令和６年度

生活保護システム端末リプレース作業委託 8,710 令和５年度～令和６年度

橋梁拡幅整備（下鷺橋） 64,841 令和６年度～令和７年度

河川情報システム通信機器及び雨量計移設業務委託 2,640 令和５年度～令和６年度

道路舗装改良補修工事 206,200 令和６年度

道路補修及びバリアフリー改良工事 80,402 令和６年度

けやき通りユニバーサルデザイン化工事 93,264 令和６年度

中野駅西口広場・デッキ整備工事（中野駅西側南北通路部分） 734,656 令和６年度～令和７年度

中野駅西口広場・シェルター設置工事（中野駅西側南北通路部分） 101,000 令和６年度～令和８年度

中野駅新北口駅前広場整備 78,580 令和６年度

中野区土地開発公社からの用地取得費 － －

設計・工事（新庁舎実施設計・施工一体整備ほか） 60,681,948 －

委託（公式ホームページリニューアル委託ほか） 2,428,115 －

賃借（ソフトウェア、ＡＥＤほか） 1,305,994 －

その他（新体育館土地賃借に係る保証金ほか） － －

【一般会計】

事項

継
続

新
規
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【一般会計】 （単位:千円）

起債額

総務債 新庁舎整備 12,071,000

西武新宿線連続立体交差事業 599,000

市街地再開発事業（中野二丁目地区） 727,000

都市再生土地区画整理事業（中野二丁目地区) 245,000

市街地再開発事業（囲町東地区） 2,301,000

中野駅西側南北通路・橋上駅舎整備 258,000

学校施設整備（南台小学校） 333,000

学校施設整備（鷺宮小学校・西中野小学校統合新校） 2,744,000

学校施設整備（明和中学校） 306,000

北原小学校用地 111,000

平和の森小学校用地 7,840,000

27,535,000

目的

合計

土木債

教育債

【特別会計】 （単位：千円）

限度額 期間

鷺宮小学校内国有地取得 970,000 令和５年度～令和６年度

文書電子化業務委託 10,918 令和５年度～令和６年度

国民健康保険窓口等業務分析委託 26,400 令和５年度～令和６年度

国民健康保険窓口等業務委託 7,685 令和６年度

国民健康保険料納入通知書作成・発送委託 12,514 令和６年度～令和７年度

国民健康保険料督促状等封入・封緘等委託 8,335 令和６年度～令和７年度

国民健康保険滞納整理支援システム新庁舎移転対応作業委託 2,464 令和６年度

介護保険システム機器賃借 4,209 令和５年度～令和１１年度

介護保険システム機器等新規構築委託 21,057 令和５年度～令和６年度

介護保険料通知書等作成等業務委託 7,141 令和６年度

国民健康保険被保険者短期証更新業務委託 734 令和５年度

国民健康保険料納入通知書作成・発送委託（令和４年度保険料賦課分） 13,422 令和５年度

国民健康保険料納入通知書作成・発送委託（令和５年度保険料賦課分） 12,416 令和５年度～令和６年度

国民健康保険料督催告書作成・発送委託 （令和４年度保険料賦課分） 9,803 令和５年度

国民健康保険料督催告書作成・発送委託 （令和５年度保険料賦課分） 9,640 令和５年度～令和６年度

滞納整理支援システムソフトウェア賃借 37,119 令和５年度～令和６年度

介護保険料通知書等作成等業務委託 4,087 令和５年度

新
規

継
続

事項

５ 特別区債

一時期に多額の費用を必要とする施設建設などについては、財政負担の平準化と世代間負担の

公平化を図る意味から起債を活用します。令和5年度においては、区役所新庁舎整備、中野駅周辺

のまちづくりや学校施設整備等に起債を活用します。



- 30 -

■歳出予算（目的別） （単位：千円・％）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 伸び率 寄与率

1 議会費 1,072,306 0.5 992,787 0.6 79,519 8.0 0.2

2 企画費 855,115 0.4 677,574 0.4 177,541 26.2 0.5

3 総務費 25,089,964 12.8 12,634,624 8.0 12,455,340 98.6 33.0

4 区民費 13,342,631 6.8 11,713,484 7.4 1,629,147 13.9 4.3

5 子ども教育費 60,748,032 31.1 45,467,021 28.8 15,281,011 33.6 40.5

6 地域支えあい推進費 8,746,161 4.5 7,859,598 5.0 886,563 11.3 2.4

7 健康福祉費 37,480,892 19.2 34,056,051 21.6 3,424,841 10.1 9.1

8 環境費 5,859,758 3.0 5,692,015 3.6 167,743 2.9 0.4

9 都市基盤費 8,773,317 4.5 7,683,070 4.9 1,090,247 14.2 2.9

10 まちづくり推進費 17,611,354 9.0 12,728,724 8.1 4,882,630 38.4 13.0

11 公債費 1,599,677 0.8 1,300,609 0.8 299,068 23.0 0.8

12 諸支出金 14,050,793 7.2 16,629,443 10.5 △ 2,578,650 △ 15.5 △ 6.8

13 予備費 400,000 0.2 500,000 0.3 △ 100,000 △ 20.0 △ 0.3

195,630,000 100.0 157,935,000 100.0 37,695,000 23.9 100.0

款
５年度 ４年度 比較

歳出合計

８ 各部予算の概要・主な事業 （新規、拡充、推進、見直し等）

区の予算科目は下表のように目的別に編成しており、原則、区の組織体系に合わせています。

各部の取組、主な事業や新型コロナウイルス感染症対策経費等の全庁横断的に対応する経費につ

いて、次頁以降に記載しています。

1款「議会費」は、議場システム整備工事等により、増となりました。

2款「企画費」は、管財業務の総務費からの移管等により、増となりました。

3款「総務費」は、新庁舎整備費の増等により、増となりました。

4款「区民費」は、国民健康保険事業特別会計への繰出金等の増により、増となりました。

5款「子ども教育費」は、平和の森小学校用地の用地特別会計からの引き取り、学校施設整備

費の増や教育・保育施設給付の増等により、増となりました。

6款「地域支えあい推進費」は、温暖化対策推進オフィス跡施設の再活用整備等により、増と

なりました。

7款「健康福祉費」は、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保経費の増等により、増とな

りました。

8款「環境費」は、東京二十三区清掃一部事務組合への分担金の増等により、増となりました。

9款「都市基盤費」は、耐震化促進経費や狭あい道路整備費の増等により、増となりました。

10款「まちづくり推進費」は、囲町東地区の市街地再開発事業関連経費の増等により、増とな

りました。

11款「公債費」は元金償還金等が増加しました。

12款「諸支出金」は財政調整基金への積立金の減により、減少しています。

13款「予備費」は、4億円を計上しました。
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１ 企画費 （企画部）

◆予算額 … 8億5,511万5千円（1億7,754万 1千円、26.2％増）

■部の取組

企画部では、基本構想で描く「１０年後に目指すまちの姿」を実現するため、区が取り

組む基本的な方向性を示した基本計画に基づき、各部が取り組む事項についての進捗管理

と部門横断的な調整を進めるとともに、区政の主要課題の解決に取り組みます。

基本計画前期（令和３～４年度）の進捗状況を踏まえて後期の取組を着実に推進するた

め、後期（令和５～７年度）を計画期間とした実施計画を策定します。構造改革実行プロ

グラムに基づく取組については、進捗状況を踏まえ、取り組むべきものを実施計画に盛り

込みます。

被爆地への平和の旅など、次世代の参加機会を増やし、平和事業の拡充を図ります。

男女共同参画基本計画及びユニバーサルデザイン推進計画について、中野区基本構想、

社会情勢の変化、国・東京都の計画策定状況を把握し、現計画の進捗状況等を踏まえ、改

定を行います。

区有施設の再編、整備、利活用等の計画及び施設の更新・保全の方針を示した区有施設

整備計画に基づいた取組を進めていきます。

中野区公式ＬＩＮＥアカウントに運用支援ツールを導入することで、区民に届く情報発

信をより効果的に実施するとともに、行政手続きのオンライン化を進めることで、区民の

利便性を向上します。
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■主な事業 （ ）は前年度当初予算額

1-01 国有地の取得（新規） 541万6千円

鷺宮小学校跡地を活用するにあたり、鷺宮小学校内の国有地の取得に向けて、不動産鑑定を行い

ます。

■問合せ 企画課 （電話3228-3261）

1-02 ＳＤＧｓの推進（新規） 56万8千円

ＳＤＧｓを推進するため、区民や事業者等への普及啓発事業を実施します。

■問合せ 企画課 （電話3228-8039）

1-03 資産活用検討支援業務（新規） 50万円

資産の有効活用にあたり、不動産関連業務の専門性やリスク管理の観点などについて、専門的な

知見を有する事業者等に検討支援を受けます。

■問合せ 企画課 （電話3228-3261）

1-04 ＬＩＮＥ運用支援ツールの導入（新規） 347万1千円

（一部子ども教育費含む）

中野区公式ＬＩＮＥアカウントに運用支援ツールを導入します。子育て世帯を中心にアクティブ

ユーザーが多く、かつ拡張性の高いツールであるＬＩＮＥを活用することで、行政手続きのオンラ

イン化を進めるとともに、区政情報の発信をより効果的に実施し、区民の利便性を向上します。

■問合せ 広聴・広報課 （電話3228-8928）

1-05 次世代向け平和事業（拡充） 255 万 2 千円(127 万 9 千円)

被爆地への平和の旅など、次世代の参加機会を増やし、平和事業の拡充を図ります。

■問合せ 企画課 （電話3228-8039）

1-06 基本計画後期の実施計画の策定（推進） 22万1千円

中野区基本計画における後期の取組がスタートするにあたり、各施策に掲げる目標達成に向けた

取組を着実に推進するため、後期の事業展開の具体化及び財政フレームを変更した実施計画を策定

します。

■問合せ 企画課 （電話3228-8039）

1-07 男女共同参画基本計画の改定（推進） 37万3千円(320万円)

中野区基本構想、社会情勢の変化、国・東京都の計画策定状況を把握し、現基本計画の進捗状況等

を踏まえ、改定を行います。

■問合せ 企画課 （電話3228-8039）

1-08 ユニバーサルデザイン推進計画の改定（推進） 42万5千円(98万1千円)

中野区基本構想、社会情勢の変化、国・東京都の計画策定状況を把握し、現推進計画の進捗状況等

を踏まえ、改定を行います。

■問合せ 企画課 （電話3228-8039）
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1-09 構造改革推進アドバイザーの廃止（見直し等） 0千円(313千円)

構造改革実行プログラムの策定・推進等の助言を受けるため設置してきた構造改革推進アドバイ

ザーを廃止します。

■問合せ 企画課 （電話3228-3261）

＜用地特別会計＞

1-10 国有地の取得（新規） 9億7,000万円（債務負担行為限度額)

鷺宮小学校内の国有地を取得します。令和５年度は、債務負担行為の設定のみ行います。

■問合せ 経理課 （電話3228-5418）
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２ 総務費 （総務部・会計室・選挙管理委員会事務局・監査事務局）

◆予算額 … 250億8,996万4千円（124億5,534万円、98.6％増）

■部の取組

総務部では、中野区基本計画で示された事業が円滑かつ効果的に実施されるよう、人

員体制、施設管理、契約事務等により事業部を支援するとともに、効率的に事務改善が

進むよう、電子化等の基盤整備を行い、組織力を向上させ、持続可能な区政運営を目指

していきます。

職員管理と人材育成の面では、新たに導入した人財マネジメントシステムを活用し、

長期的・効果的な人材育成、能力開発及び適切な人事配置を行うとともに、人事異動及

び人事評価業務の効率化を図ります。

危機管理・防災対策の面では、新型コロナウイルス感染症対策等組織横断的な課題に

ついて、危機管理等対策会議等により庁内調整のうえ取組を進めます。また、区役所と

区内関係機関に設置されている移動系防災行政無線設備を更新するほか、災害対策用被

服について、ひと目見て区職員と認識できる被服に変更します。さらに、伝達に緊急を

要する情報を迅速に配信するために導入している中野区一斉情報配信システムにおいて、

多言語化や連携機能の強化等を行い、より多くの対象者への情報配信を可能にします。

区の情報システムに関しては、区民サービスの向上を図るため、統合型ＧＩＳを本稼

働するとともに、新庁舎において必要なネットワーク環境の構築及び来庁者向けフリー

Wi-Fi環境の整備を行います。あわせて、職員の事務の効率化を図るため、ユニファイド・

コミュニケーションの導入並びに端末及びサーバ等の一括調達を行います。また、自治

体情報システムの標準化・共通化を推進するため、標準準拠システムへの移行に向け全

庁的に取り組んでいきます。

新区役所整備では、令和６年度に予定している新庁舎への移転に向け、新庁舎の建設

工事を進めるほか、ペーパーレスの取組など業務改善を推進します。

選挙管理委員会では、区議会議員選挙を執り行います。また、若年層に対し、選挙へ

の関心や投票意欲の向上にむけた啓発事業に取り組みます。
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■主な事業 （ ）は前年度当初予算額

2-01 防災対策の推進（拡充） 2,594万9千円(323万7千円)

区役所と区内関係機関に設置されている移動系防災行政無線設備を更新します。また、災害対

策用被服について、ひと目見て区職員と認識できる被服に変更します。さらに、伝達に緊急を要

する情報を迅速に配信するために導入している中野区一斉情報配信システムにおいて、多言語化

や連携機能の強化等を行い、より多くの対象者への情報配信を可能にします。

■問合せ 防災危機管理課 （電話3228-7886）

2-02 統合型ＧＩＳの構築（推進） 5,410万4千円

庁内情報資産の横断的かつ効率的な共有と活用により業務の効率化を図るため、統合型ＧＩＳ

を構築します。また、約６，０００カ所の街頭消火器設置位置データなど、区民や事業者が検索・

閲覧等が可能な状態で地図情報を公開することにより、区民サービスの向上を図ります。

■問合せ 情報システム課 （電話3228-5732） 防災危機管理課 （電話3228-8931）

2-03 新庁舎整備事業（推進） 176億1,692万3千円(31億4,592万円)

（一部議会費含む）

令和６年度の移転に向け整備を進めます。

■問合せ 新区役所整備課 （電話3228-5445）

2-04 区議会議員選挙（推進） 2億3,208万9千円(1,938万2千円)

●選挙期日：令和５年４月２３日（日）

●議員定数：４２名

●投票所数：期日前６か所（４月１７日（月）～４月２２日（土））、当日４０か所

●ポスター掲示場 設置数３１６か所、掲示区画数７２面

●選挙公報：各戸配布（約２１０,０００部）、公報補完場所 区内５２か所

■問合せ 選挙管理委員会事務局 （電話3228-8882）
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３ 区民費 （区民部）

◆予算額 … 133億4,263万1千円（16億2,914万7千円、13.9％増）

■部の取組

区民部は、自治体としての基本業務を安定的に行うため、住民税、国民健康保険料及

び後期高齢者医療保険料の収納率向上に取り組みます。また、産業振興、文化芸術振興、

多文化共生の推進により、人と人とがつながり、活力ある持続可能なまちの実現を目指

します。

区民サービスでは、新区役所における来庁者の手続きの簡素化や利便性の向上を図る

ため、共通発券機や申請書自動交付機等の導入に向けた準備を進めます。

戸籍住民では、マイナンバーカードのより一層の普及を進めていくため、平日に区役

所での手続が難しい方に向け、申請サポートを商店街等で実施します。

自治体情報システム標準化・共通化への対応については、住民税、保険料、住民記録

等のシステムの現状分析を行い、標準準拠システムへの円滑な移行に向け、準備を進め

ます。

国民健康保険料については、インターネットによるクレジットカード払いを導入し、

区民の利便性を高めるとともに、収納率の向上を目指します。

産業振興では、商業振興施策などの企画立案、効果検証及びまちづくりに活用するた

め、中野駅周辺の人流データ等を取得し、分析を行います。また、店舗向けキャッシュ

レス相談会等を通じた商店街のキャッシュレス化への取組の推進や、中野区商店街連合

会が実施する個店や新規出店者に対する伴走型支援事業に補助を行い、商店街の活性化

を目指します。

文化芸術振興では、歴史、伝統文化、芸術など区内の文化芸術活動の一層の推進を図

るため、もみじ山文化センター本館の旧レストランスペースを活用し、区民や区内文化

芸術団体の作品展示やワークショップを実施するなど、身近に気軽に文化・芸術に親し

む機会を創出します。また、国際交流協会が実施するやさしい日本語講座や地域におけ

る外国人等を対象とした日本語講座の拡充を図るなど、多文化共生のまちづくりを推進

します。中野サンプラザの閉館を契機として、中野サンプラザの外壁を利用したプロジ

ェクションマッピングや中野サンプラザの３Ｄマッピングなどのシティプロモーション

事業を実施します。
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■主な事業 （ ）は前年度当初予算額

3-01 データ活用による商業振興等の推進（新規） 744万円

商業振興施策の立案、まちづくりによる影響を評価する上においてのエビデンスとなるデータを

取得します。

■問合せ 産業振興課 （電話3228-5590）

3-02 文化・芸術に親しみ、つながりが生まれる機会の創出（新規） 987万2千円

もみじ山文化センター本館の旧レストランスペースを活用し、区民や区内文化芸術団体の作品展

示事業や区民が実際に絵画や造形などを体験できるワークショップを実施することで、区民が身近

に気軽に文化・芸術に親しみ、つながりが生まれる機会を創出します。

■問合せ 区民文化国際課 （電話3228-5796）

3-03 中野サンプラザ閉館を契機としたシティプロモーション（新規） 6,667万5千円

中野サンプラザの閉館を契機としたシティプロモーションとして、中野サンプラザの外壁を利用

したプロジェクションマッピングと、中野サンプラザの３Ｄマッピングを実施します。

■問合せ 広聴・広報課 （電話3228-8928）

3-04 マイナンバーカードの普及促進（拡充） 2,540万5千円(703万6千円)

就業等で平日の手続きが難しい方に向けて委託事業者による申請サポートを行うとともに、マイ

ナンバーカードの利便性をアピールします。

■問合せ 戸籍住民課 （電話3228-5502）

3-05 商店街キャッシュレス普及キャンペーン事業（拡充） 873万6千円(763万6千円)

希望する商店街に対し「店舗向けキャッシュレス相談(勉強)会」、「消費者向けキャッシュレス

推進イベント」、「キャッシュレス決済機器導入支援」をパッケージ化して、キャッシュレス普及

キャンペーン事業を実施します。

■問合せ 産業振興課 （電話3228-5590）

3-06 個店・スタートアップ支援（拡充） 300万円(100万円)

中野区商店街連合会が新たに実施する個店の経営力強化や新規出店者に対する伴走型支援事業

を補助対象とし、中野区商店街連合会事業補助金を増額します。

■問合せ 産業振興課 （電話3228-5590）

3-07 多文化共生事業の推進（拡充） 4,945万8千円(4,461万7千円)

多文化共生を進めるため、中野区国際交流協会を通じて、やさしい日本語出前講座の地域におけ

る普及啓発事業や、外国人等を対象とした日本語講座の地域展開を推進します。

■問合せ 区民文化国際課 （電話3228-5796）
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3-08 文化施設の改修（推進） 5億8,752万1千円(1億4,014万5千円)

●もみじ山文化センター本館の発電設備改修について、機器の調達に期間を要することから令和５

年度に発注します。

●もみじ山文化センター西館及び野方区民ホールのトイレや照明器具等の内装を改修するととも

に休館期間中の利用料金収入について指定管理者へ補償します。

■問合せ 区民文化国際課 （電話3228-5796）

3-09 旧中野刑務所正門の修復・移築（推進） 2,250万円(960万円)

旧中野刑務所正門の修復・移築について、基本計画、保存活用計画に基づき、基本設計・実施設

計を行います。

■問合せ 区民文化国際課 （電話3228-5796）

3-10 中野駅周辺エリアマネジメントビジョンの推進（推進） 905万3千円(897万5千円)

中野駅周辺のエリアマネジメントを推進するため、中野駅周辺エリアマネジメント協議会の運営

及び中野駅周辺エリアマネジメントビジョンに基づく具体的方策を検討します。

■問合せ 中野駅周辺まちづくり課 （電話3228-8276）

3-11 特別区民税の区外滞納者調査方法の変更（見直し等） 0千円(495万円)

区外に居住している滞納者に対する調査については、実施当初は効果が高かったが、経年で効果

が低下したこと及び滞納整理が着実に進んでおり対象者の減少が見込まれることから、委託しない

こととし、課税権を有する自治体に直接照会を行います。

■問合せ 税務課 （電話3228-8816）

3-12 国民健康保険の高額療養費資金及び出産資金の貸付事業実施方法の変更（見直し等）

138万9千円

医療機関や助産院での窓口支払が経済的に負担となっている被保険者に対して、中野区高額療養

費資金及び出産資金貸付基金を設けて高額療養費や出産に要する費用として貸付けているが、貸付

実績が減少傾向にあることから、当該基金を廃止し、貸付金を予算計上する方法に変更します。

※廃止する基金の残高は、財政調整基金積立金の財源とします。

■問合せ 保険医療課 （電話3228-8820）

3-13 区内産業ＰＲ事業の再編及びビジネスフェア出展補助の拡充（見直し等）

347万5千円(951万1千円)

産業交流展への初回出展者数が低迷しており、特定の事業者に対する局所的な支援となっている

ため、区内産業ＰＲ事業における事業の一部を他の施策と統合し、残りは廃止します。

■問合せ 産業振興課 （電話3228-5590）
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3-14 就労・求人支援サイト「ぐっＪＯＢなかの」の終了（見直し等） 0千円(80万3千円)

登録事業者数や求人情報数、アクセス数が伸びていないことから、サイトの運営は令和４年度を

もって終了し、有効な区内中小企業者の支援策を検討します。

■問合せ 産業振興課 （電話3228-5590）

＜国民健康保険事業特別会計＞

3-15 収納率向上への対策（拡充） 5,907万9千円(1,498万2千円)

国民健康保険料のインターネットによるクレジットカード払いを可能とするとともに、預貯金調

査業務の電子化等により収納業務及び滞納整理業務を強化し、収納率の向上を図ります。

■問合せ 保険医療課 （電話3228-8820）

3-16 被保険者資格証明書（資格証明書）及び短期被保険者証（短期証）の交付基準の変更

（見直し等） 73万9千円(957万7千円)

資格証明書及び短期証の交付基準の変更により発行数を削減することで、事務の簡素化及び経費

削減を進めます。

■問合せ 保険医療課 （電話3228-8820）
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４ 子ども教育費 （子ども教育部、教育委員会事務局）

◆予算額 … 607億4,803万2千円（152億8,101万1千円、33.6％増）

■部の取組

子ども教育部、教育委員会事務局では、未来ある子どもの育ちを地域全体で支えるま

ちの実現に向けて、新しい基本計画における重点プロジェクト「子育て先進区の実現」

を推進するとともに、目指すまちの姿を実現するための子育て・子育ち支援、学校教育

の充実に向けた取組を実施します。

また、「一人ひとりの可能性を伸ばし、未来を切り拓く力を育む教育」の実現に向け、

教育の質を向上させるとともに、様々な教育課題に的確に対応していきます。

子ども教育部の取組では、子どもの権利を保障し、子どもにやさしいまちづくりの推

進を図るため、令和４年３月に制定した「中野区子どもの権利に関する条例」に基づき、

子ども相談室の相談環境の充実や子どもの権利の普及啓発に取り組んでいきます。また、

一時保護中及び里親家庭で生活する子どもの権利擁護の推進とともに里親支援を拡充し

ます。

社会問題となっている子どもの貧困では、「中野区子どもと子育て家庭の実態調査」

においても、生活に困窮している世帯の子どもが、学習、体験、食など様々な場面で困

難な状況を抱えている傾向があり、今後より一層、学習支援事業や子ども食堂への支援

等、子どもの貧困対策を推進していきます。

子どもが安心して育つための家庭への支援を推進するため、ひとり親家庭への総合的

な支援を実施するとともに、離婚調停中で実質ひとり親家庭への金銭給付を実施します。

また、高校生等（１８歳以下）に係る医療費助成を実施します。

子どもと子育て家庭を支える環境を充実するため、老朽化が著しい区立保育園、児童

館、学童クラブ等の改修工事や、キッズ・プラザ未整備校に、放課後に児童が帰宅せず

に利用できる居場所・遊び場を小学校内に整備します。また、子育てに必要な情報を掲

載した子育て支援ハンドブック「おひるね」を更新・発行します。

待機児童対策に引き続き、取り組んでいくとともに、多様な保育ニーズに対応するた

め、保育所等の空き定員を活用した未就園児の定期的な預かりモデル事業を実施します。

若者ならではの視点やアイデアを区政や地域に活かすため、試行実施としていた大学

生・社会人支援事業を本格実施します。また、中高生年代向け施設のあり方の検討を進

めます。

教育委員会事務局の取組では、一人ひとりの幼児・児童・生徒に新しい時代に必要と

なる資質・能力の育成、健やかな心身と安全に対する力の育成を図ります。個別最適な

学びと協働的な学びを、各学校の教育課程に位置付けるとともに、学習用端末の更なる
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活用を図るため、ＩＣＴ支援業務を拡充し、学校に対する専門的な支援体制等の充実を

図ります。また、児童・生徒一人ひとりが英語によるコミュニケーション能力を身に付

けられるよう、外国語（英語）教育の充実を図ります。子どもの読書活動推進計画（第

４次）に基づき、学校図書館の蔵書の充実を図り、児童・生徒の読書に対する意欲を高

めるとともに、探究学習の推進のため、学校図書館の学習センター的機能の充実を図り

ます。

スクールカウンセラーや教育相談室等、子どもたちが学校生活にかかわる問題等を相

談しやすい体制を充実するとともに、ヤングケアラーなど家庭生活での問題への対応な

ど、児童・生徒一人ひとりに必要な支援を行うため、スクールソーシャルワーカーの体

制を整備するとともに、福祉に係る関係機関と連携し、継続的な相談支援を進めます。

家庭、地域、学校が協働して学校運営を進めていくため、地域学校協働活動の推進を

図るとともに、学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）の導入に向けた取組を

推進します。

良好な教育環境を整備するため、「中野区立小中学校再編計画（第２次）」及び「中

野区立小中学校施設整備計画（改定版）」に基づき、小中学校の施設の改築等を行いま

す。また、子どもたちが安心して充実した学校生活を送れるよう、通学路児童見守り交

通安全指導員の配置時間を増やし、子どもたちの登下校の安全対策を強化します。

新型コロナウイルス感染症の影響による、様々な教育活動の実施方法の変更等に対し

て、活気のある学校生活を取り戻すため、必要な対策等を講じ子どもたちの主体的な活

動や学校行事等を推進します。

教員が教育活動に専念できるよう、担任の業務を補佐するアシスタント職員の拡充等、

学校の組織体制の充実を図ります。また、学校で発生する様々な問題について、スクー

ルロイヤーの配置を行うなど法的観点から継続的な支援を行います。中学校部活動の地

域移行に向けた取組では、有識者等による委員会を立ち上げ、区の方向性を協議してい

きます。

子ども読書活動を推進するため、低年齢の子どもたちに魅力のある児童コーナー等を中

央図書館に整備するとともに、区立図書館の蔵書を充実を図ります。
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■主な事業 （ ）は前年度当初予算額

4-01 中野区子どもの権利に関する条例の推進（拡充） 387万3千円(102万1千円)

子ども相談室について、面談室の什器を整備するとともに、相談室の愛称やキャラクターを募

集するなど、相談しやすい雰囲気づくりを進めます。また、啓発物品を活用して子ども相談室の

周知を図るなど、子どもの権利の普及啓発を実施します。

■問合せ 子ども・教育政策課 （電話3228-3264）

4-02 子どもの貧困対策の推進（拡充） 1億55万円(4,473万5千円)

学習支援事業や子ども食堂への支援の拡充を図るとともに、生活に困窮する子育て家庭を必要

な支援につなげるための体制の充実を図ります。また、東京都立大学が実施する「令和４年度子

どもの生活実態調査」の詳細分析を行います。

■問合せ 子ども・教育政策課 （電話3228-3264）

4-03 里親支援の拡充（里親訪問等支援）（拡充） 277万9千円(1万8千円)

里親支援について、家事援助や相互支援制度などの養育支援を拡充することにより、里親の登

録数の拡大及び委託促進を図ります。また、里親へ委託されていた児童に対し、委託解除後の居

住費を補助することで、児童が里親家庭から安定して自立できるよう支援します。

■問合せ 児童福祉課 （電話5937-3285）

4-04 一時保護中及び里親家庭で生活する子どもの権利擁護推進（拡充）

155万6千円(78万4千円)

一時保護中及び里親家庭で生活する子どもを対象に、第三者が子どもの声を聴取し、児童相談

所が行う処遇等に関し子どもの声を尊重するしくみをつくります。

■問合せ 子ども・教育政策課 （電話3228-5606）

4-05 ひとり親家庭支援（新規） 1,336万円

ひとり親家庭（離婚成立前の実質ひとり親家庭を含む）に対し、日常生活や地域の中で孤立す

ることを防ぐため等の情報発信の強化、相談しやすい環境づくり、関係機関と連携した支援の強

化や養育費確保に向けた支援を行います。また、離婚調停中で実質ひとり親家庭となった家庭に

対し、金銭給付を行います。

■問合せ 子育て支援課 （電話3228-8996）

4-06 高校生等（１８歳以下）医療費助成事業（新規） 9,886万6千円

高校生等の保健の向上と健全な育成を図り、子育ての支援に資することを目的として、養育者

に対し、高校生等に係る医療費助成を令和５年４月から実施します。

■問合せ 子育て支援課 （電話3228-8996）
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4-07 子育て家庭ホームヘルプサービス事業（推進） 55万4千円(315万5千円)

令和４年度より子育てホームヘルプサービス事業として、児童がけがや病気をしたが保護者が勤

務等で介護が出来ない場合にホームヘルパーの派遣を依頼できる事業をひとり親家庭以外にも拡

充して実施しており、令和５年度も継続して実施します。

■問合せ 子育て支援課 （電話3228-8996）

4-08 地域子ども施設等の機能拡充等（拡充） 6億1,985万1千円(2億1,520万9千円)

●キッズ・プラザ未整備校に、放課後に児童が帰宅せずに利用できる居場所・遊び場を小学校内

に整備するため、児童館が実施している学校・地域連携事業を拡充します。

●老朽化が著しい児童館施設の改修と設備の更新を行います。

●区立保育園、児童館、学童クラブ、キッズ・プラザ、ふれあいの家利用者の安全・安心と快適

な環境の確保のため、施設改修工事を実施します。また、キッズ・プラザ新規開設の準備を進め

ます。

●常設プレーパークの設置に向けた検討を行います。

■問合せ 育成活動推進課 （電話3228-5795） 子ども教育施設課 （電話3228-5737）

4-09 児童館の機能拡充等（拡充） 3,667万6千円(554万4千円)

ふれあいの家の開館日を拡充するとともに、一部の児童館・ふれあいの家で行っている日曜日

乳幼児親子開放事業の実施施設を拡充します。また、放課後の多様な過ごし方について情報提供

を進めるとともに、学童クラブ待機児童対策を拡充します。

■問合せ 育成活動推進課 （電話3228-5795）

4-10 子育て支援ハンドブック「おひるね」の発行（拡充） 187万円(6万8千円)

お母さんの妊娠・出産期からお子さんの中学校卒業までの期間の中野区の子育て支援サービス

情報を掲載した子育て支援ハンドブック「おひるね」の内容を更新して発行します。

■問合せ 子ども・教育政策課 （電話3228-5606）

4-11 民間保育施設の新規開設支援（拡充） 12億2,920万円(13億8,258万4千円)

民間保育事業者が行う認可保育所の施設整備等に対して補助するとともに、認可外保育施設の

認可化及び指導監督基準への適合に向けた支援を行います。

■問合せ 保育園・幼稚園課 （電話3228-5616）

4-12 保育所等の空き定員を活用した未就園児の定期的な預かりモデル事業（新規）

914万7千円

保育所や幼稚園を利用していない未就園児に対し、保育所等の空き定員を活用した定期的な保

育をモデル事業として実施し、空き定員の活用方法及び保育所の安定運営に対する効果や課題の

検証を行います。

■問合せ 保育園・幼稚園課 （電話3228-5616）
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4-13 私立幼稚園等預かり保育推進補助金（拡充） 961万円(700万円)

私立幼稚園等で実施している教育時間前後や長期休業期間中の預かり保育について、現在の交

付要件を見直し保育の時間や日数を増やした園に対する補助を増額することにより、各園の預か

り保育の充実への取組を推進します。

■問合せ 保育園・幼稚園課 （電話3228-8947）

4-14 障害児の受け入れに対する加算（新規） 4,922万円

認可保育施設（保育所、認定こども園）のうち、障害児の保育時間について標準の保育時間（１

１時間）に延長して障害児を受け入れている園に対する扶助費を加算します。

■問合せ 保育園・幼稚園課 （電話3228-8947）

4-15 小規模保育施設等における防災対策の推進（新規） 196万円

認可保育施設等のうち、総合的な防災対策の取組を行う施設に対して区加算を支給します。

■問合せ 保育園・幼稚園課 （電話3228-8947）

4-16 収納率向上への対策（拡充） 25万3千円

保育料の口座振替を促進するため、Ｗｅｂフォームから申込みできるようにします。

■問合せ 保育園・幼稚園課 （電話3228-5616）

4-17 若者育成支援事業（推進） 881万1千円(847万9千円)

試行実施としていた大学生・社会人支援事業を本格実施する等事業の推進を図ります。また、中

高生年代向け施設のあり方の検討を進めます。

■問合せ 育成活動推進課 （電話3228-5795）

4-18 ＩＣＴ支援体制等の充実（拡充） 1億9,657万5千円(1億1,220万円)

学習用端末の更なる活用を図るため、ＩＣＴ支援業務を拡充することにより、学校に対する専門

的な支援体制の充実を図ります。また、区立学校におけるＩＣＴ環境の高度化・専門化に対応する

ため、民間事業者に支援業務を委託することで、ＩＣＴ環境整備を適切かつ計画的に進めます。

■問合せ 学校教育課 （電話3228-8973）

4-19 英語教育の充実（拡充） 1億468万6千円(3,779万9千円)

外国語指導助手配置の充実や、中学校１年生を対象とした宿泊による英語体験活動等の取組を

通して、英語学習への関心・意欲を高め、コミュニケーション能力の向上を図ります。

■問合せ 指導室 （電話3228-5588）
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4-20 学校図書館機能の充実（拡充） 1億4,738万4千円(3,931万3千円)

学校図書館の蔵書を計画的に更新し、環境面を充実することで、子どもたちの読書に対する意

欲を高めます。また、全小・中学校において、放課後や夏季休業期間も学校図書室を開放し、子

どもたちが安心して過ごせる居場所として活用を図ります。

■問合せ 指導室 （電話3228-5588）

4-21 教育相談体制の充実（拡充） 4,049万7千円(1,898万9千円)

増加している不登校傾向の児童・生徒やヤングケアラーなどに対してきめ細かな支援を充実させ

るため、スクールソーシャルワーカーの体制を強化します。また、スクールロイヤーを配置し、学

校への法律的支援を行います。

■問合せ 指導室 （電話3228-5588）

4-22 学校運営協議会・地域学校協働本部の設置（拡充） 1,446万4千円(283万7千円)

「(仮称）学校運営協議会」と「(仮称）地域学校協働本部」は、それぞれが持つ役割を十分に機

能させ、一体的に推進することで、子どもの豊かな成長を支え、地域とともにある学校づくりに

資する活動が一層進んでいくことが期待されることから令和４年度よりモデル実施を行っていま

す。令和５年度においても中学校区を増やしモデル実施を行います。

■問合せ 子ども・教育政策課 （電話3228-5606）

4-23 区立学校の再編等（推進） 161億4,099万4千円(39億8,310万9千円)

「中野区立小中学校再編計画（第２次）」に基づく小中学校の統合及び「中野区立小中学校施設

整備計画（改定版）」に基づく、学校施設の改修・解体・新築工事を行うとともに、新校舎の物品

整備、移転準備等を行います。

■問合せ 子ども教育施設課 （電話3228-5737） 子ども・教育政策課 （電話3228-5606）

学校教育課 （電話3228-8973）

4-24 区立学校の環境改善に向けた計画的な改修等（推進）

13億2,653万1千円(3億9,878万4千円)

小中学校のバリアフリー化を含め、環境改善に向けた改修を計画的に行います。また、児童数

の増加等に伴い、普通教室の不足が見込まれる学校について、増築などの対応を図ります。

■問合せ 子ども教育施設課 （電話3228-5737）

4-25 ひがしなかの幼稚園の第２園庭の整備（新規） 703万4千円

中野東中学校跡地の一部について、ひがしなかの幼稚園の第２園庭として整備し、教育環境の

充実を図ります。

■問合せ 保育園・幼稚園課 （電話3228-8947）
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4-26 通学路児童見守り業務（拡充） 4,358万8千円(2,372万3千円)

まちづくりの進展による通学環境の変容とそれに伴う通学児童の登下校時の安全対策を推進す

るために、通学路児童見守り交通安全指導員の配置時間を増やします。

■問合せ 学校教育課 （電話3228-8973）

4-27 区立小中学校の指導体制・組織体制の充実（拡充）3億360万9千円(1億1,489万5千円)

児童・生徒一人ひとりの学習状況に応じたきめ細かな指導を行うため、任期付短時間勤務教員

を増員します。また、教員の負担軽減を図り、授業の質の向上につなげるため、小学校の学級担

任業務を補佐する職員を配置します。

■問合せ 指導室 （電話3228-5588）

4-28 中学校部活動の地域移行（新規） 22万4千円

休日における部活動の地域移行に向けて、有識者等による委嘱委員会を立ち上げ、区としての

方向性を協議します。

■問合せ 指導室 （電話3228-5588）

4-29 小学校選択制移動教室業務委託（新規） 4,173万6千円

貸切バスや宿泊施設の手配、実地踏査日や当日の添乗・行程調整等、移動教室の準備作業及び

実施時の諸業務を委託し、一部の移動教室について円滑かつ安定的な実施を図ります。

■問合せ 学校教育課 （電話3228-8973）

4-30 中学校総合体育大会連合陸上競技大会の充実（拡充） 357万円(160万4千円)

中学校総合体育大会連合陸上競技大会の会場を、駒沢オリンピック公園総合運動場から国立競技

場へ変更します。加えて区立中学校の３年生を対象に陸上競技大会とは別の競技種目を新設しま

す。

■問合せ 学校教育課 （電話3228-8973）

4-31 文化、芸術体験の充実（新規） 1,800万円

小・中学生の豊かな感性、想像力、人間性などを育むため、様々な文化、芸術体験の機会を確

保します。

■問合せ 学校教育課 （電話3228-8973）

4-32 中央図書館児童コーナー等環境改善事業（新規） 1,595万円

子ども読書活動を推進するために、低年齢の子どもたちに魅力のある児童コーナー等を整備し

ます。

■問合せ 子ども・教育政策課 （電話3228-5606）

4-33 区立図書館蔵書・貸出充実事業（拡充） 8,064万4千円(5,650万8千円)

区立図書館の蔵書を充実させ、貸出冊数の向上を図るため、蔵書の更新年数の改善を図ります。

■問合せ 子ども・教育政策課 （電話3228-5606）
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５ 地域支えあい推進費 （地域支えあい推進部）

◆予算額 … 87億4,616万1千円（8億8,656万 3千円、11.3％増）

■部の取組

地域支えあい推進部は、誰もが住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らすことがで

きる地域共生社会の実現に向けて、基本計画及び地域包括ケア総合アクションプランの

推進に向けた取組を着実に進めていきます。令和５年度は、今後、さらに複雑化・複合

化する区民の生活課題に対応するため、包括的な相談支援、参加支援、地域づくりに向

けた支援の３つを柱として、相談支援の質の向上とともに、区民・団体・関係機関と連

携した地域づくりや基盤づくりを進め、相談支援体制等の強化を図っていきます。

この取組の一環として、行政だけでは解決困難な地域課題の解決に向け、孤独対策や

フレイル予防等について、教育機関や企業等団体の持つ知見・ノウハウを活用するため、

コンソーシアム（共同基盤）を整備します。また、新たにヤングケアラー支援に取り組

むとともに、ひきこもり相談会及びサポーター養成事業等を実施します。さらに、妊産

期・子育て期における支援として、リトルベビー（低出生体重児）ハンドブックの作成・

配付、離乳食講習会等のサポート事業の拡充とともに、多胎児家庭支援の強化や産後ケ

アを行う施設の拡充を図ります。

地域施設の整備・改修では、鍋横区民活動センターの移転整備、昭和区民活動センタ

ーの建替整備、野方区民活動センターの改修等、温暖化対策推進オフィス跡施設を活用

した５か所目のすこやか福祉センターの整備を進めます。また、地域施設の利便性の向

上等を図るため、高齢者会館施設の和室から洋室への改修工事（一部施設）や平日夜間・

土日祝日の受付管理人の配置、区民活動センターのＩＣＴ環境の向上に向けたタブレッ

ト端末の配置や、集会室空き室状況の可視化等を進めます。さらに、区民公益活動の活

性化及び住民参加の促進を図るため、地域団体の活動情報の発信ツールとしてＷＥＢア

プリを導入するとともに、地域課題の解決に向けた地域データの基盤整備を行います。

介護職員宿舎借り上げ支援事業の実施、高齢者の保健事業と介護予防事業の一体的実

施、緊急連絡カードの作成にあわせたキーホルダーの配付、高齢者の補聴器購入費用助

成の検討を行います。また、介護予防事業のプログラムの再編など、既存事業の見直し

と改善を図りながら区民ニーズを捉えたサービスを提供していきます。
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■主な事業 （ ）は前年度当初予算額

5-01 区民活動センターＩＣＴ環境の向上（新規） 122万2千円

区民生活へのＩＣＴの浸透を図るため、各区民活動センターにタブレット端末を配置し、利用

の促進と団体活動の活性化を図ります。

■問合せ 地域活動推進課 （電話3228-8881）

5-02 ヤングケアラー支援（新規） 1,587万5千円

ヤングケアラーの支援体制を強化するため、実態調査や支援に携わる関係者への研修、当事者

同士が交流できるオンラインサロンの設置、支援機関の橋渡し役となるコーディネーターの配置

等を行います。

■問合せ 地域包括ケア推進課 （電話3228-5403）

5-03 地域包括ケア体制の充実に向けた産官学のコンソーシアム（共同基盤）の整備（新規）

6万6千円

行政だけでは解決困難な複雑化・複合化した地域課題の解決に向け、孤独対策やフレイル予防

など、教育機関（大学等）、企業等団体の持つ知見・ノウハウを活用するため、コンソーシアム

（共同基盤）を整備します。

■問合せ 地域包括ケア推進課 （電話3228-5403）

5-04 高齢者の保健事業と介護予防事業の一体的実施（新規） 8万4千円

国保データベースシステムから抽出した検診データ等を医療職（保健師）が分析を行い、健康

課題や支援対象者を特定し、高齢者に対する個別アプローチ（ハイリスクアプローチ）と通いの

場等への積極的関与等（ポピュレーションアプローチ）を行います。

■問合せ 地域包括ケア推進課 （電話3228-5403）

5-05 高齢者会館施設の環境改善（新規） 3,656万1千円

高齢者会館において、和室から洋室への改修工事（一部施設）や平日夜間・土日祝日の受付管

理人の配置等を実施し、利便性の向上を図ります。

■問合せ 地域活動推進課 （電話3228-8881）

5-06 リトルベビー（低出生体重児）ハンドブックの作成（新規） 90万2千円

小さく生まれた赤ちゃんとママ・パパの育児支援としてリトルベビー（低出生体重児）ハンド

ブックを作成、配付します。

■問合せ 鷺宮すこやか福祉センター （電話3336-7113）

5-07 補聴器購入費用助成の検討（新規） 18万円

高齢者の補聴器購入費用助成に係る検討会を設置します。

■問合せ 介護・高齢者支援課 （電話3228-8769）
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5-08 介護職員宿舎借り上げ支援事業（新規） 947万1千円

介護保険サービスを提供する地域密着型サービス事業所の職員に対する宿舎の借り上げを支援

し、住宅費負担を軽減することで、介護職員の働きやすい職場環境を実現し、介護人材の確保・

定着を図ります。

■問合せ 介護・高齢者支援課 （電話3228-8769）

5-09 区民活動センター地域支援業務の体制強化（拡充） 2億1,566万円(2億1,337万7千円)

地域支援業務を活性化するため、圏域における支援対象団体や人口が多い運営委員会に対し、

人件費相当額の委託料を加算します。また、集会室空き室状況の可視化に向け、窓口業務委託先

へ委託料を加算します。

■問合せ 地域活動推進課 （電話3228-8881）

5-10 区民公益活動の充実に向けた基盤整備とネットワークづくり（拡充）

1,419万9千円(1,056万3千円)

区民公益活動の活性化及び住民参加の促進を図るため、地域団体活動情報の簡易な発信と容易

な取得が可能なＷＥＢアプリを導入します。併せてＷＥＢアプリ活用促進の研修、地域課題分析

のための地域データの基盤整備を行います。

■問合せ 地域活動推進課 （電話3228-5810）

5-11 緊急連絡カード情報による見守りの充実（拡充） 228万円(35万4千円)

既存の緊急連絡カード作成にあわせて、キーホルダーを配付し、高齢者の外出時の緊急措置対

応の充実を図ります。

■問合せ 地域活動推進課 （電話3228-5810）

5-12 ひきこもり支援事業（拡充） 1,765万5千円(1,122万5千円)

現在のひきこもり支援事業の内容を拡充し、新たにひきこもり相談会及びサポーター養成事業

を実施するほか、専門相談窓口での対応、啓発活動や参加支援を継続して進めます。

■問合せ 地域包括ケア推進課 （電話3228-5403）

5-13 妊娠から子育てにかかる切れ目ない相談支援体制の充実 （拡充）

2億7,970万7千円(2億4,812万円)

妊産期・子育て期における相談支援事業や、離乳食講習会等のサポート事業を拡充します。また、

多胎児家庭支援の強化や産後ケアを行う施設の拡充を図ります。

■問合せ 北部すこやか福祉センター （電話3388-0302）
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5-14 区民活動センター等の整備・改修（推進） 8億3,384万2千円(3億4,252万円)

●野方区民活動センターについて、トイレ改修及び設備更新等を行います。

●鍋横区民活動センターについて、移転整備用地及び鍋横区民活動センター分室用地を用いて移転

整備を行います。

●昭和区民活動センターについて、既存敷地及び拡張用地を用いて現地で建替え整備を行います。

また、建替の間、仮施設として温暖化対策推進オフィス跡施設を活用します。

●温暖化対策推進オフィス跡施設は、５か所目のすこやか福祉センターとして活用するための改修

を行い、開設までの間、昭和区民活動センター建替時の仮施設として利用します。

■問合せ 地域活動推進課 （電話3228-8881）

5-15 食事支援を通じた見守り及び健康づくり等の啓発の見直し（見直し等） 0千円(38万円)

配食サービス事業者との連携による食事支援を通じた見守り及び健康づくり・介護予防の啓発に

ついて、利用状況等を踏まえ、廃止します。利用者に対しては、緊急連絡カードの登録の促進や介

護予防事業への参加を促すなど継続した見守りと健康づくりを進めていきます。

■問合せ 地域活動推進課 （電話3228-5810）

5-16 介護予防普及啓発事業の見直し（見直し等） 0千円(8万2千円)

介護予防講演会の単独実施を見直し、介護予防に関連する他の事業との一体的な啓発を行いま

す。

■問合せ 介護・高齢者支援課 （電話3228-8769）
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６ 健康福祉費 （健康福祉部）

◆予算額 …374億8,089万2千円（34億2,484万1千円、10.1％増）

■部の取組

健康福祉部では、基本構想が描く「誰もが生涯を通じて安心して自分らしく生きられ

るまち」の実現を目指して、子どもから高齢者、障害のある人などが住み慣れた地域で

心身ともに健やかに安心して暮らし続けられるための取組をさらに進めます。

令和５年度は、第１０期中野区健康福祉審議会を設置し、「中野区地域福祉計画」や

「中野区スポーツ・健康づくり推進計画」等の改定・策定を行います。

新型コロナウイルス感染症対策としては、令和４年度に引き続き、ワクチン接種体制

の確保や積極的疫学調査など、感染状況に応じて適切に対応し、区民が安心して相談や

医療を受けられる体制を確保します。

スポーツを通じて区民の健康的な生活や運動の習慣を確立するための事業に取り組み

ます。より多くの障害児者が参加できるプログラムの実施や、スポーツ推進員が障害児

者施設に赴き、ボッチャ体験会なども行います。

障害特性やニーズに対応するため、重度障害者等が修学・就労するためのサービスの

拡充を図るほか、多様なサービスを提供します。江古田三丁目重度障害者グループホー

ム等基盤整備を進め、また、医療的ケア児支援として保健、医療、福祉、教育等関係機

関による協議の場を設置します。

生活援護業務については、一人ひとりの生活状況・課題の把握により、状況に応じた

適切な支援を提供し、安定した生活、自立の促進に向けた取組を強化していきます。

子どもから高齢者までライフステージにあわせた食育を支援し、健康的な食習慣等に

ついて意識啓発の充実を図ります。

感染拡大を防止し、安全・安心な生活環境への取組のため、ＨＰＶワクチン、インフ

ルエンザ予防接種費用の助成対象を拡大します。

愛護動物と共生できる地域社会づくりを目指し、中野区地域猫共生推進員制度を導入

し、引き続き衛生的で安全・安心な暮らしの維持に努めます。
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■主な事業 （ ）は前年度当初予算額

6-01 中野ランニングフェスタ支援事業（新規） 200万円

中野ランニングフェスタ事業を主催する実行委員会に対し、補助金を交付します。

■問合せ スポーツ振興課 （電話3228-8044）

6-02 第二中学校温水プールを活用した水泳事業（新規） 113万9千円

第二中学校温水プールの利用促進、区民の水泳ニーズ対応のため、通年の障害児者向け水泳教室、

子ども向け水泳体験会、高齢者向け水中運動体験会を実施します。

■問合せ スポーツ振興課 （電話 3228-8044）

6-03 障害者職場実習受入奨励金（新規） 48万円

障害者職場体験の実習生を受け入れた企業に対し、「障害者職場実習受入奨励金」を支給するこ

とで、実習の場の拡大を図り、障害者の就労への移行や就職後の定着を促進します。

■問合せ 障害福祉課 （電話3228-5630）

6-04 重度訪問介護利用者の大学等修学支援事業（新規） 474万6千円

重度障害者が修学するために必要な支援体制を大学等が構築できるまでの間、重度障害者に対し

て修学に必要な身体介護等を提供します。

■問合せ 障害福祉課 （電話3228-5775）

6-05 重度障害者等就労支援特別事業（新規） 1,270万9千円

重度障害者等が就労する場合に、職場等における身体介護や通勤介助等を行うことで、重度障害

者等の就労機会の拡大を図ります。

■問合せ 障害福祉課 （電話3228-5630）

6-06 失語症者向け意思疎通支援者派遣事業（新規） 260万7千円

失語症者が参加している団体に対して、意思疎通支援者を派遣するとともに、失語症者と意思疎

通支援者が集うサロンを開催し、会話の支援を行うことにより、失語症者の自立及び社会参加を促

進します。

■問合せ 障害福祉課 （電話3228-5630）

6-07 医療的ケア児等支援の連携体制の拡充（新規） 29万9千円

重症心身障害児や医療的ケア児が、地域において必要な支援を円滑に受けることができるよう、

保健、医療、福祉、教育等の関係機関による協議の場を設置します。併せて、医療的ケア児コーデ

ィネーターを中心として関係機関が有機的に連携し、区内の社会資源や相談援助技術を共有するた

めの場の確保を行います。

■問合せ 障害福祉課 （電話3228-5775）
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6-08 食育の推進（新規） 157万8千円

子どもから高齢者までライフステージに合わせた食育を支援していくため、各ライフステージに

向けた食育リーフレットを作成し、関係各課や関係機関と連携して健康的な食習慣等についての講

座等を実施し、意識啓発の充実を図っていきます。

■問合せ 保健企画課 （電話3382-2426）

6-09 区民向け口腔がん啓発支援事業（新規） 20万円

口腔がんに関する啓発を行うため、中野区歯科医師会が行う口腔がん啓発に係る経費を補助しま

す。

■問合せ 保健企画課 （電話3382-2426）

6-10 男子ＨＰＶワクチン任意予防接種費用助成（新規） 1,594万1千円

ＨＰＶに感染した男性との性交渉による女性の感染及び子宮頸がんの発症を予防し、男性の性感

染症等を防止するため、小学６年生から高校１年生までの男子を対象に任意予防接種の費用助成を

行います。

■問合せ 保健予防課 （電話3382-7769）

6-11 障害者スポーツ等の推進（拡充） 816万3千円(686万1千円)

●区立スポーツ施設で実施している事業への参加が難しい障害のある方に、スポーツの機会を提供

するため、スポーツ推進委員が区内障害児(者)施設に赴き、ボッチャの体験会などを実施します。

●知的障害者文化スポーツ事業について、身体障害者を対象に加え、プログラムの充実を図ります。

■問合せ スポーツ振興課 （電話 3228-8044）

6-12 障害福祉人材育成研修事業（拡充） 478万5千円(28万円)

障害福祉サービス事業所等従事者の人材育成研修事業について、民間人材育成事業者を活用し、

障害者の特性に応じた適切な相談支援を提供することで、障害福祉サービスの質の向上を図りま

す。

■問合せ 障害福祉課 （電話3228-5630）

6-13 障害者福祉会館における医療的ケアの実施（拡充） 355万2千円(5,291万1千円)

令和５年度から東京都重症心身障害児（者）通所事業を開始し、医療的ケア対象者の受入先を確

保します。

■問合せ 障害福祉課 （電話3228-5775）

6-14 婦人保護事業（困難な問題を抱える女性への支援）の強化（拡充）

968万8千円(817万1千円)

必要な人材確保と、適切な支援のために婦人相談員３名の報酬を増額し、新たに携帯電話の配備

及び、超過勤務手当の計上を行い処遇改善を図ります。

■問合せ 生活援護課 （電話3228-5635）



- 54 -

6-15 インフルエンザ任意予防接種費用助成対象の拡大（拡充） 4,080万7千円(2,137万7千円)

未就学児を対象として行っているインフルエンザ予防接種費用助成を学校生活における感染拡

大防止等を目的として、小中学生まで拡大します。

■問合せ 保健予防課 （電話3382-7769）

6-16 中野区地域猫共生推進員制度の導入（拡充） 241万8千円(103万2千円)

飼い主のいない猫を地域猫として区内のより多くの地域で適切に管理し、愛護動物との共生がで

きる地域社会づくりを行うため、中野区地域猫共生推進員制度を導入します。

■問合せ 生活衛生課 （電話3382-2424）

6-17 哲学堂庭球場照明及び人工芝の改修工事（推進） 3億4,041万4千円(1,261万2千円)

哲学堂庭球場の照明及び人工芝について、水銀灯の不足、照明支柱の劣化、人工芝の摩耗等に対

応するため、改修工事を実施します。

■問合せ スポーツ振興課 （電話 3228-8044）

6-18 江古田三丁目重度障害者グループホーム等整備事業（推進） 374万5千円(6千円)

区有地を活用し、重度障害者が利用できる共同生活援助、短期入所及び地域生活支援拠点を区が

整備し、選定した運営事業者に対して運営費の補助、事業の委託を行います。

■問合せ 障害福祉課 （電話3228-5775）

6-19 生活寮の整備（推進） 2億3,698万3千円(5,703万1千円)

●中野区やまと荘・大和福祉作業施設の除却、新施設の整備及び代替施設への送迎に関する費用を

補助します。中野区やよい荘・弥生福祉作業施設は改修工事を実施します。障害者福祉作業施設で

実施している通所サービスは代替施設において事業を継続します。

●生活寮及び緊急一時保護事業は終了し、整備後は「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（障害者総合支援法）」に規定するサービスに移行します。

■問合せ 障害福祉課 （電話3228-5775）

6-20 成人歯科健診の受診勧奨の実施（推進） 1,356万9千円(1,560万1千円)

成人歯科健診の受診券を４０歳～５０歳の区民に発送し受診を促すことで、口腔内リスクの早期

予防を図ります。

■問合せ 保健企画課 （電話3382-2426）

6-21 中小企業障害者雇用奨励金の終了（見直し等） 0千円(24万円)

国の障害者雇用助成制度等が拡充され、そうした制度の活用が見込まれるため、「中小企業障害

者雇用奨励金」は令和４年度をもって終了します。

■問合せ 障害福祉課 （電話3228-5630）
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6-22 胃がんハイリスク診査の対象者縮小（見直し等） 846万1千円(2,198万円)

胃がんハイリスク診査は生涯に１度、診査希望者等に対して実施してきたが、受診勧奨を４０歳

と新規転入者のみに見直します。

■問合せ 保健企画課 （電話3382-2426）
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７ 環境費 （環境部）

◆予算額 … 58億5,975万8千円（1億6,774万 3千円、2.9％増）

■部の取組

環境部は、環境負荷の少ない持続可能なまちの実現のため、区民の生活や事業活動な

どにおける二酸化炭素排出量の削減、効率的なごみの収集・運搬やごみの発生抑制・資

源化などを推進するとともに、都市における自然環境の保全・創出のために緑化を推進

します。また、快適な住環境を維持するため、公害対策に取り組みます。

脱炭素社会の実現に向けては、２０５０年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す

「中野区ゼロカーボンシティ宣言」を令和３年１０月に行い、蓄電システム導入支援や

高断熱窓・ドア助成事業の実施により住宅の省エネルギー化の推進を図ってきました。

脱炭素社会の推進と気候変動への適応の課題についての取組を一層加速させるため、令

和５年度は、地域特性を踏まえた二酸化炭素排出量の削減ポテンシャル等の分析調査を

実施します。また、太陽光発電システムの設置に対する補助を創設し、再生可能エネル

ギーの活用促進を図ります。

緑化事業については、緑化計画制度による緑化指導や生け垣・植樹帯設置助成、保護

指定樹林への維持管理費用の助成により、引き続き民有地の緑化を推進していきます。

ごみの収集・運搬、リサイクルについては、令和３年９月に「第４次中野区一般廃棄

物処理基本計画」を策定し、ごみと資源の総排出量の目標達成に向けてごみの減量及び

資源化への取組とともに、ごみの分別徹底、適正排出の指導を進めています。令和６年

度からプラスチック製品の資源化を進めるため、令和５年度は新たな分別回収方法につ

いて区民や関係者に周知を行うとともに、ごみの発生抑制や再使用、再生利用の３Ｒの

意識の普及啓発に取り組みます。また、令和５年３月策定予定の「中野区食品ロス削減

推進計画」に基づき、取組を進めます。
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■主な事業 （ ）は前年度当初予算額

7-01 中野区における脱炭素社会の実現に向けた分析調査（新規） 1,432万1千円

令和６年度に予定している脱炭素ロードマップの作成に向け、具体的な取組等を検討するため、

地域特性を踏まえた二酸化炭素排出量の削減ポテンシャル等の分析調査を実施します。

■問合せ 環境課 （電話3228-5695）

7-02 太陽光発電システム補助の創設（新規） 525万円

再生可能エネルギーのさらなる活用促進のため、新たに太陽光発電システムの設置に対する補

助を創設します。

■問合せ 環境課 （電話3228-5695）

7-03 プラスチック使用製品の資源化に伴う広報の充実（拡充） 2,646万6千円(296万5千円)

「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の施行に伴い、令和６年度からプラス

チック製容器包装に加え、プラスチック製品の資源化を実施します。資源・ごみの分別回収方法

の一部変更に伴い、区民等への周知・普及啓発を充実します。

■問合せ ごみゼロ推進課 （電話3228-5690）

7-04 森林環境譲与税の活用 3,916万2千円(1,105万円)

国産木材による備品購入等に活用(環境基金繰入金)します。

●緑野小学校

●緑野中学校

●鷺宮小学校・西中野小学校統合校

●中央図書館

●北部すこやか福祉センター

●江古田区民活動センター

●中野区役所新庁舎

■問合せ 環境課 （電話3228-5695）
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８ 都市基盤費 （都市基盤部）

◆予算額 … 87億7,331万7千円（10億9,024万7千円、14.2％増）

■部の取組

都市基盤部は、区民の暮らしを支える都市の基盤づくりを担う部門として、道路や公園

などの都市基盤の着実な整備や計画的な維持・管理に取り組むほか、多様なニーズに応じ

た住宅ストックの活用、利用しやすい交通環境の整備及び魅力ある都市景観の形成など、

区民が安全に安心して快適に暮らせるまちの実現をめざします。

新規事業として、中野二丁目のまちづくりに伴い、仮設で運営していた自転車駐車場に

ついて、再開発ビルの開業に合わせ建物内に移転・開設します。

推進事業として、区民や来訪者等が、快適さ、美しさを感じ、愛着や誇りのもてる都市

景観の創造に向けた取組として、景観計画及び景観条例の策定に向けた検討を進めます。

区が管理している下水道施設について、施設が老朽化していることから、下水道施設の

調査と更新計画を策定します。また、優先度の高い路線について翌年度の改修工事に向け

た実施設計を行います。

弥生町三丁目周辺地区の避難道路について、中野区無電柱化推進計画に基づき無電柱化

を推進します。

区立公園の整備等として、中野区公園再整備計画に基づき、再整備を行う公園の基本設

計、実施設計を行います。また、（仮称）上高田五丁目公園について、都市計画手続きを

進めます。さらに、哲学堂公園保存活用計画に基づき、施工計画の検討を進めます。

区内交通環境の整備については、中野区交通政策基本方針に基づき、公民の連携と地域

の協働による新たな交通手段の導入を含めた地域公共交通ネットワークの構築に向けての

アクションプログラムとして地域公共交通計画を策定します。また、地域公共交通ネット

ワークの形成について、実証実験の分析・効果検証を踏まえ、改善等の検討をしながら取

組を進めます。

統合型ＧＩＳの構築を契機として、共通のプラットホームとしてのデジタル道路現況

平面図の整備と公開するデータの電子化を進めます。
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■主な事業 （ ）は前年度当初予算額

8-01 中野二丁目の自転車駐車場の移転・開設（新規） 321万9千円

中野二丁目のまちづくりに伴い、仮設で運営していた自転車駐車場について、再開発ビルの開

業に合わせ建物内に移転・開設します。

■問合せ 交通政策課 （電話3228-5784）

8-02 地域の特色を生かした良好な景観の形成（推進） 1,463万1千円(1,359万9千円)

区民や来訪者等が、快適さ、美しさを感じ、愛着や誇りのもてる都市景観の創造に向けた取組

として、景観計画及び景観条例の策定に向けた検討を進めます。

■問合せ 都市計画課 （電話3228-8969）

8-03 下水道施設更新事業（推進） 4,161万6千円(455万7千円)

現在、区が管理している下水道施設について、施設が老朽化していることから、下水道施設の

調査と更新計画を策定します。また、優先度の高い路線について翌年度の改修工事に向けた実施

設計を行います。

■問合せ 道路課 （電話3228-8842）

8-04 無電柱化整備事業（推進） 1 億 4,695 万 9 千円(1 億 928 万 9 千円)

弥生町三丁目周辺地区の避難道路について、中野区無電柱化推進計画に基づき無電柱化を推進

します。

■問合せ 道路課 （電話3228-8842）

8-05 区立公園の整備等（推進） 8,424万7千円(2,016万8千円)

●中野区公園再整備計画に基づき、再整備を行う公園の基本設計、実施設計を行います。

●（仮称）上高田五丁目公園について、都市計画手続きを進めます。

●哲学堂公園保存活用計画に基づき、施工計画の検討を進めます。

■問合せ 公園課 （電話3228-8848）

8-06 区内交通環境の整備（推進） 2,432万7千円(2,780万7千円)

中野区交通政策基本方針に基づき、公民の連携と地域の協働による新たな交通手段の導入を含

めた地域公共交通ネットワークの構築に向けてのアクションプログラムとして地域公共交通計画

を策定します。また、地域公共交通ネットワークの形成について、実証実験の分析・効果検証を

踏まえ、改善等の検討をしながら取組を進めます。

■問合せ 交通政策課 （電話3228-5784）

8-07 統合型ＧＩＳの構築に伴う電子データ化（推進） 2億826万2千円(2億1,482万3千円)

庁内情報資産の横断的かつ効率的な共有と活用により業務の効率化を図るため、統合型ＧＩＳを

構築することを契機として、共通のプラットホームとしてのデジタル道路現況平面図の整備と公開

するデータの電子化を進めます。

■問合せ 都市計画課 （電話3228-8969）
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９ まちづくり推進費 （まちづくり推進部）

◆予算額 … 176億1,135万4千円（48億8,263万円、38.4％増）

■部の取組

まちづくり推進部は、西武新宿線沿線及び中野駅周辺のまちづくりと木造住宅密集地

域の防災まちづくり等を所管し、区内のまちづくりを一体的かつ効果的・効率的に進め、

安全性・快適性・利便性が向上し、時代の変化に対応したまちづくりを推進します。

新井薬師前駅・沼袋駅周辺のまちづくりでは、連続立体交差事業にあわせ、補助第２

２０号線、区画街路第３号・４号線の都市計画道路の整備推進により交通環境を改善し

ます。また、新たな駅前の顔にふさわしい拠点整備や上高田一・二丁目及び三丁目周辺

地区における防災まちづくりの検討などを行います。

野方駅・都立家政駅・鷺ノ宮駅周辺のまちづくりでは、連続立体交差事業の早期実現

を目指し、各駅周辺まちづくり、駅前の拠点づくり及び基盤計画の検討を進めます。

東中野駅東口周辺のまちづくりでは、令和４年度までの検討を踏まえ、東中野駅東口

周辺のまちのあり方について整理するとともに、その基本的な考え方を示すため、基本

方針の案を作成します。

防災まちづくり計画では、地域危険度が高い地域や木造住宅密集地域等において、新

たな防火規制の導入に向けた検討を行います。また、若宮地区では、地域の市街地特性

を活かした防災まちづくりを推進します。

弥生町三丁目周辺の防災まちづくりでは、地区計画や避難道路整備、防災街区整備事

業等を進めます。大和町のまちづくりでは、地区計画導入検討、避難道路の整備等を進

めます。また、両地区で不燃化特区制度等による不燃化促進を図ります。南台及び平和

の森公園周辺地区では、地区計画により、良好な住環境への誘導と防災性の確保を行う

とともに、地区施設道路を整備します。また、広域避難場所の周辺及び避難路沿道にお

いて都市防災不燃化促進事業を活用した建物の不燃化を促進します。

中野駅周辺のまちづくりでは、中野駅西側南北通路・橋上駅舎整備に係る建物本体工

事を進めます。また、中野二丁目地区において実施する土地区画整理事業（土地区画整

理組合施行）、中野三丁目地区及び中野四丁目新北口駅前地区において実施する土地区

画整理事業（ＵＲ都市機構施行）、中野二丁目地区及び囲町東地区において実施する第

一種市街地再開発事業（市街地再開発組合施行）について、事業費の一部を補助し、各

事業の推進を図ります。また、中野駅新北口駅前広場の実施設計を進めます。
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■主な事業 （ ）は前年度当初予算額

9-01 東中野駅東口周辺のまちづくり（推進） 995万5千円(572万6千円)

令和４年度までの検討を踏まえ、東中野駅東口周辺のまちのあり方について整理するとともに、

その基本的な考え方を示すため、基本方針の案を作成します。

■問合せ まちづくり計画課 （電話3228-8938）

9-02 防災まちづくり（推進） 6億6,635万6千円(13億1,175万7千円)

地震時における地域危険度が高い地域や木造住宅密集地域等において、地域の市街地状況に即

した防災まちづくりを推進します。

●防災まちづくり計画

・新たな防火規制による不燃化促進

・若宮地区防災まちづくり

●木造住宅密集地域整備（南台地区・平和の森公園周辺地区、不燃化促進助成）

●弥生町防災まちづくりの推進

・避難道路の整備

・新たな地区計画に基づく建物の不燃化促進

・防災街区整備事業の推進

●大和町まちづくり

・優先整備路線の拡幅整備

・不燃化特区制度を活用した建物の不燃化促進

■問合せ まちづくり計画課 （電話3228-8938）

・防災まちづくり計画

■問合せ まちづくり事業課 （電話3228-8974）

・木造住宅密集地域整備、弥生町防災まちづくりの推進、大和町まちづくり
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9-03 新井薬師前駅・沼袋駅周辺のまちづくり（推進）

21億6,192万4千円(13億1,883万8千円)

新井薬師前駅・沼袋駅周辺地区で、交通環境の改善、にぎわいと魅力あふれるまちづくりや防

災性の向上に向けた取組を進めます。

●補助第２２０号線（Ⅰ期）、区画街路第３号線、区画街路第４号線

・整備に向けた用地取得、沿道地区のにぎわい創出検討

●新井薬師前・沼袋駅前拠点整備の推進

●上高田一・二丁目及び三丁目周辺地区防災まちづくりの推進

■問合せ まちづくり事業課（電話3228-5404）

・補助第２２０号線（Ⅰ期）、区画街路第３号線、区画街路第４号線の整備

■問合せ まちづくり事業課（電話3228-5772）

・補助第２２０号線（Ⅰ期）、区画街路第３号線の用地取得

■問合せ まちづくり事業課（電話3228-3265）

・区画街路第４号線の用地取得

■問合せ まちづくり事業課（電話3228-5746）

・新井薬師前・沼袋駅前拠点整備の推進、上高田一・二丁目及び三丁目周辺地区防災まちづく

りの推進

9-04 野方駅・都立家政駅・鷺ノ宮駅周辺のまちづくり（推進）8,054万3千円(7,058万7千円)

連続立体交差事業の早期実現を目指した野方駅、都立家政駅、鷺ノ宮駅の各駅周辺まちづくり、

駅前の拠点づくり及び基盤計画の検討を行います。

●野方駅・都立家政駅・鷺ノ宮駅周辺まちづくりの推進

・まちづくりの検討

・基盤計画の検討

■問合せ まちづくり計画課 （電話3228-8636）
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9-05 中野駅周辺のまちづくり（推進） 127億8,641万9千円(81億6,633万1千円)

中野駅周辺各地区のまちづくりを推進します。

●中野駅周辺まちづくりに関する検討

・中野駅周辺事業間調整

・中野二丁目地区、中野五丁目地区まちづくり検討

●市街地再開発事業補助等（中野二丁目地区）

・施行者（再開発組合）に対する事業費の一部補助

・中野区土地開発公社保有地取得

●都市再生土地区画整理事業補助（中野二丁目地区）

・施行者（区画整理組合）に対する事業費の一部補助

●電線共同溝引込管路整備（中野二丁目土地区画整理事業）

・主要区画道路における街路灯への電力引込工事

●都市再生土地区画整理事業補助（中野三丁目地区）

・施行者（ＵＲ都市機構）に対する事業費の一部補助

●市街地再開発事業補助等（囲町東地区）

・施行者（再開発組合）に対する事業費の一部補助及び

道路整備に係る費用の一部負担

・中野区土地開発公社保有地取得

●都市再生土地区画整理事業補助等（中野四丁目新北口駅前地区）

・施行者（ＵＲ都市機構）に対する事業費の一部補助及び

道路整備に係る費用の一部負担

●中野駅西側南北通路・橋上駅舎整備

・建物本体工事、中野駅西口広場・デッキ整備（西側南北通路部分）

●中野駅新北口駅前広場整備事業

・駅前広場実施設計

・囲町方面デッキ実施設計

・仮設駐輪場移設等工事

■問合せ 中野駅周辺まちづくり課 （電話3228-8742）
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【令和5年度　新庁舎整備及び業務改善等への取組】

項目 事業費（千円）

新庁舎整備事業（新庁舎整備・食堂・コンビニ内装工事・議場システム整備工事） 17,616,672

新庁舎移転に伴う什器等購入 110,610

新庁舎整備に伴う移転業務 11,304

新庁舎移転に伴う防災設備の新設等（計測震度計・東京都防災無線設備・高所カメラシス
テム・電子作戦卓）

105,332

新庁舎移転に伴うシステム整備等（多機能ユニファイドコミュニケーション・河川情報シ
ステム・公害行政総合システム等）

620,953

新庁舎移転に伴う電話設備工事 18,900

新庁舎移転に向けたペーパーレス化等 314,530

警備・清掃・設備保守委託業務 30,693

全庁共通発券機・申請書自動交付機・フルセルフレジ・デジタルサイネージ等の導入 42,979

文書庫（電動式移動棚）の整備 ー

新庁舎移転に伴う窓口委託業務の業務分析委託 ー

新庁舎整備に伴うけやき通りユニバーサルデザイン化 75,184

「憲法擁護・非核都市」宣言碑の設置 797

区制５０周年記念行事タイムカプセルの保管 143

新庁舎移転に伴う国保滞納整理支援システムに関する作業委託 ー

合計 18,948,097

【令和5年度　新型コロナウイルス感染症対策】

項目 事業費（千円）

区立施設及び窓口対応等における感染症対策 52,487

私立保育施設及び私立幼稚園、民間学童クラブ、児童養護施設等における感染症対策経費に対する補助 55,855

区民活動センター等集会室貸出中止に伴う集会室使用料返還金 101

在宅要介護者受入体制整備事業 9,820

在宅障害者受入体制整備事業 5,611

公衆浴場に対するコロナ感染拡大防止対策経費の補助 380

在宅療養者への配薬事業に対する支援金（配薬コーディネート料）の支給 500

ＰＣＲ検査センター事業、軽症者患者移送、コールセンター人材派遣、積極的疫学調査看護師派遣等 591,045

感染症対策相談・助言体制の確立、感染症予防研修 285

ワクチン接種体制確保 2,574,347

合計 3,290,431

１０ 全庁横断的に対応する主な経費
令和5年度予算の内容について、全庁横断的に対応する経費を新型コロナウイルス感染症対策

経費、新庁舎整備及び業務改善等の経費及び自治体情報システム標準化・共通化経費に分けてお

示しします。

新型コロナウイルス感染症対策に向けて取り組みます。（推進）

新庁舎整備及び業務改善等を進めます。（推進）
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【令和5年度　自治体情報システム標準化・共通化への取組】

項目 事業費（千円）

住民情報連携基盤システムの標準化対応

住民記録システム等のシステム標準化対応

税滞納整理支援システムの標準化対応

後期高齢者医療管理システムの標準化対応

子育て相談支援システムの標準化対応

母子保健・乳幼児健診システムの標準化対応

私立幼稚園等補助金システムの標準化対応

就学事務システムの標準化対応

高齢・障害福祉システムの標準化対応

生活保護システムの標準化対応

健診管理システムの標準化対応

予防接種履歴管理システムの標準化対応

77,273

自治体情報システム標準化・共通化に取り組みます。（新規）
住民基本台帳や児童手当などの基幹業務システムについて、令和7年度末までに国の示す標準準拠

システムに移行します。
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●令和5（2023）年度当初予算（案）の概要 令和5（2023）年2月

中野区企画部財政課 〒164－8501東京都中野区中野４－８－１ 電話03－3228－8813

予算プレス用資料


